
区民意見の概要と区の考え方 

項目 意見の概要 区の考え方 

Ⅰ 目標別の計画内容 

目標１ 災害に強く安全・安心に暮らせるまち 

 施策１ 災害に強い防災まちづくり 

 災害情報の伝え方・その内容を区民本位にわか

り易く整理し、行政と区民相互が災害情報を共有で

きる災害情報体系づくりが必要。その為には、印刷

媒体・防災無線・インターネット情報以外の情報伝

達方法を検討すべき。例えば、公共空間（公園・川

の橋等）での情報メディア装置設置と拠点化の検

討。 

 

災害情報の新たな伝達方法として、広域避難場

所や駅前に、音による放送だけではなく、文字表示

による防災情報の提供ができる情報メディア装置の

設置を平成２７・２８年度の２カ年間で３地区をモデ

ル的に実施します。 

 雨水流出抑制対策について、「総合的な治水対

策の一環として、公共施設の雨水流出抑制対策を

推進し、併せて民間への雨水浸透施設や貯留 施
設の設置指導を行う」とあるが、実行計画の取り組

み内容では浸透施設の助成目標戸数しか書かれ

ていない。公共施設の雨水流出抑制対策として、

区立学校や公共施設の雨水貯留や再利用をもっと

積極的に行えないだろうか。簡易な雨水利用設備

の紹介を公共施設などでアピールし、防火用水や

夏の気温を下げる為の散水に使うなど利用出来れ

ば環境教育や省エネルギー政策にもつながり、良

いと思う。 

実行計画では「浸透施設の助成」を計画事業とし

ていますが、雨水流出抑制の基本方針は、区のす

べての公共施設整備や改修の計画に活かされて

います。特に、学校などのように広い敷地を持つ施

設では、大規模な雨水流出抑制施設の設置によ

り、高い治水効果が見込まれるため、積極的に設置

を行っているところです。 

また、雨水利用については、上水道の利用抑制

に伴う省エネルギーや、散水によるヒートアイランド

化対策に一定の効果が期待されることから、公共施

設の新築改築の際に可能なところから設備導入を

図り、引き続き効果のＰＲに努めていきます。 

 

 ハザードマップ対象地域の住民には行政が直接

説明会を開催し、地域と個別の事情に合った情報

の取得の仕方を同じ地域区民相互が共有できる場

を設定することが重要。これにより、各自が対策を

考え、災害時には少しは安心して適切な行動がと

れるきっかけづくりができる。 

洪水ハザードマップは、河川や下水道の整備水

準を超える大雨が降った場合に予想される浸水の

区域やその程度、また、避難場所の位置や過去の

浸水区域などを地図上に示し、大雨時の円滑な避

難行動などの目安としていただくことを目的として

作成しています。併せて、「水防の手引き」として、

防災・災害情報の取得方法や水害防備方法などを

掲載しています。 

現在、個別の地域ごとの説明会は行っておりま

せんが、広報紙等でのPRと併せて、水防訓練など

の機会も活用し、よりきめ細かく水害の備えについ

ての周知・啓発に努めていきます。 

 

別紙１ 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 施策２ 減災の視点に立った防災対策の推進 

 町会などでは、「災害に備え３日分の備蓄はして

おきましょう」と言っている。区で使っている「発災後

７２時間」という言葉は、使い方を考えるべきではな

いか。 

72時間を経過すると生存率が大きく低下すること

から、人命救助のタイムリミットは発災後72時間と言

われています。人命に関わり一刻も争うような状況

を想定するに当たっては当区も「72時間」という表現

を用い、発災から6時間を「発災直後」、6時間から72

時間を「超急性期」と区分し、区分ごとに医療救護活

動対策を講じています。備蓄の「3日分」という表現

については、家庭内での水・食料等を備蓄するた

めの目安としてお願いししているところによります。 

 このように同じ3日間を表すものでも、時間で区切

って対策を講じる必要があるものは72時間と表現し

てきました。 

 今後も表現方法については、区民の方にわかり

やすく、より正確に伝わるよう慎重に対応していきま

す。 

 

 馬橋公園に隣接する国家公務員宿舎跡地を取

得することに賛同する。取得する用地の一部を消防

団の施設用地として整備してほしい。【他、同趣旨2

件】 

都市公園に設置できる施設は、都市公園法では

多くの公園利用者に供する施設とされており、消防

団分団本部のような施設の設置は認められておりま

せん。しかし、区は、地域防災力の向上を図るうえ

で消防団施設の整備は重要と考えておりますの

で、今後、取得予定用地を含めた公園の周辺地域

全体の中で可能性を検討していきます。 

 

 区民の関心が高い防災、防災体制の強化につい

て、防災関係機関による体制整備が必要であり、防

災市民組織の果たす役割は大きく、育成・強化は地

域防災力を高める上で重要である。 

区からの助成金交付や資器材等の支援と同時

に、機能低下を招いている団体に、自主的な活動

や運営のアドバイスなど専門性を有するＮＰＯや市

民団体と連携し、防災市民組織のあり方について、

取り組んでいく必要があると考える。 

 

防災市民組織の育成・強化については、杉並区

主催の講演会や防災リーダー養成講座を開いてい

るほか、東京都と連携し、地域防災学習交流会や専

門家派遣講習会などを行っています。いただいた

ご意見を参考に地域及び関係機関等との連携を密

にし、より効果的な事業展開をはかり、地域防災力

の向上に取り組んでいきます。 

 災害時の設備機能としての「自家発電装置」は、

日々の事業・施設運営において恒常的に活用しつ

つ、非常時の発電機能も有する設備とすることで、

コストパフォーマンスの向上にも資することになる。 

 こうした対応が可能な設備として、ガスコージェネ

区施設の業務継続機能維持や防災機能を強化

することは重要と考え、必要な設備導入を検討しま

す。設備導入については、広く様々なシステムに

ついて調査検討し、日常・災害時を問わずともに機

能が発揮でき、維持管理も含め最適な設備システ
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項目 意見の概要 区の考え方 

レーションシステムの災害時拠点への導入を促進

すること。 

 なお、小規模施設では、発電機能付ガス・ヒートポ

ンプ・システムにより、停電時も空調・電力使用が可

能となり、二次救援所・福祉救援所への配備は有用

と考えられる。【他、同趣旨１件】 

 

ムの導入を検討していきます。 

 

 地震等大規模災害の発生を想定した、広域避難

場所とアクセス道路の確保、並びに緊急輸送用の

車輌･燃料確保などロジスティックスに関する情報

整備等、杉並区の防災機能の更なる強化を最優先

課題として取り組んでほしい。 

東京都では杉並区民を地震火災から生命を守る

ための広域避難場所を19か所指定しています。こ

れは震災時に大規模な延焼火災が発生した場合、

火の手から身を守るために一時的に避難する場所

であり、避難生活する場所としては想定されていま

せん。区では、震度５強以上の揺れを区内で観測

した場合に、区立の全小・中学校等66か所に震災

救援所が開設され、地域の方々、学校及び区等が

連携して運営にあたり、被災者の受入・支援、情報・

救援物資配給等を行い、避難生活の拠点となりま

す。 

  災害時のロジスティクスについては、東京都トラッ

ク協会杉並支部との「災害時における緊急輸送業

務の協力に関する協定」を締結しています。また、

車両用燃料についても、「災害時における緊急車

両用燃料等の供給に関する協定」に基づき、東京

都石油商業組合杉並中野支部から調達することとし

ています。 

 以上のように大規模災害の発生を想定し、民間団

体と連携した取組みを構築しているところですが、

今後においても更なる防災機能の強化を推進して

いきます。 

 

 ICTを活用した災害情報の収集と発信について、

高齢者障碍者外国人にも届くツールを。アナログ活

用も大切である。また、町内会など普段からの丁寧

な情報提供が必要である。 

【他、同趣旨２件】 

区は、従前のアナログを活用した情報提供と併

せて、時代の変化に対応した災害時の仕組みづく

りとして、７月から開始した区の公式電子地図サー

ビス「すぎナビ」を活用した災害情報の提供を行い

たいと考えています。 

災害現場に赴く職員や地元区民などからのスマ

ートフォン等による写真等の情報投稿に基づき、区

内の被害状況を集約し、危険個所等の災害情報を

「すぎナビ」の地図上で区民の方々へお知らせす

ることにより、危険個所を避けた安全な避難に役立
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項目 意見の概要 区の考え方 

てていただきます。普段からの備えとして、町会や

防災会等地域の方々との情報共有に取組んでいき

ます。 

また、災害時には、震災救援所が情報の集約に

加え、掲示板などを活用した情報発信の拠点になり

ます。また、平常時から、町会やＰＴＡ等がメンバー

となっている震災救援所運営連絡会において、情

報の共有を図っています。 

 

 施策３ 安全・安心の地域社会づくり 

 安全・安心なまちづくりに関連して、犯罪抑止力

として期待されていることもあり、地域コミュニティー

(町会、事業所、商店街等) における防犯カメラの設

置を支援していただきたい。 

区設置の防犯カメラのうち、街角防犯カメラは、

現在234台設置しています。今年度から小学校の通

学路に設置予定の防犯カメラと合わせ、区設置の

防犯カメラを充実させていくことで、犯罪抑止力を

高めていきます。 

 商店街における防犯カメラ設置については、すで

に助成制度を設け、設置費のみならず、電気料や

維持管理費についても支援を行っています。 

 

 生活道路であっても車が優先で、ショッピングカ

ーや車椅子など大変危険である。歩行者優先に道

路を見直すべきでは。思い切って、センターライン

を消すことが必要。 

生活道路は、限られた通行空間を歩行者と車両

が共存する形で利用されています。区は、歩行者

の安全を確保するため、交通管理者である警察と

調整を取りながら、区画線による歩行者通行帯の設

置・拡幅を行っており、センターラインの廃止につ

いても、車両の速度抑制効果が期待できることか

ら、状況が許す箇所で実施しています。 

また、ドライバーへの注意喚起と車両の速度抑制

の対策として、交差点や歩行者通行帯の路面カラ

ー化、防護柱の設置なども実施しています。 

今後も、警察と連携をとりながら、安全な道路交通

環境の確保に努めていきます。 

 

目標２ 暮らしやすく快適で魅力あるまち 

 施策４ 利便性の高い快適な都市基盤の整備 

 JR荻窪駅の南口は区の南側に住む人々をバス

などで結んでいる。それを有効に機能するために

は都道補助131号線が現状の一方通行のままであ

り続けるべき。もし、双方通行としたらバスやタクシ

ーの運行が困難となるうえ、地震等の災害時には

今回の実行計画（案）「都市計画道路の整備」に

計画している補助第131号線整備は、荻窪地下道

付近から青梅街道までのバリアフリー化整備を行う

ものです。 

補助第131号線の荻窪地下道付近から西側は、
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大きな支障が生じる。 

【他、同趣旨７件】 

整備当時から、地域の方々から多くの意見をいた

だき、現在は一方通行となっています。将来的に

は、周辺道路の交通環境、地域の方々のご意見な

どが変化した時に再検討することとしており、現時

点で、相互通行化は考えていません。 

 

 中杉通り(補助1 3 3 号線) は、整備が青梅街道

までで中断しているため、交通渋滞の発生や南北

のスムーズな移動の妨げとなり、経済活動上多大な

損失を生んでいる。大規模災害発生時の避難路確

保等、防災上の観点からも、中杉通りの整備(延伸) 

を進めるべき。阿佐ヶ谷住宅の建替え事業も視野

に入れ、中杉通りの延伸問題に取り組んでほしい。 

都市計画道路の整備に関しては、都の「区部に

おける都市計画道路の整備方針」における第三次

事業化計画に基づき進めています。この計画が平

成27年度で終了することから、現在、次期計画策定

に向けて都及び関係区市町で連携・協働し、区部と

多摩地域のそれぞれの地域で検討を進めていま

す。 

区は、平成25年8月に改定した「杉並区まちづくり

基本方針」において、補助133号線を重点路線と位

置付けており、次期計画策定に向け、今後、関係者

と調整・検討していきます。 

 

 東京外かく環状道路の整備は、交通渋滞解消、

通り抜け車両の減少による生活道路の安全性向

上、C 0 2 削減効果に加え、地震などの大規模災

害時における代替路としての役割など、経済･産業･

地域の発展に大いに寄与すると考える。杉並区に

は、国、東京都と連携し、その推進に向けて積極的

に行動してほしい。 

外かく環状道路は、交通渋滞を解消する効果

や、災害時における緊急輸送や救援、復興活動に

大きな役割を果たすことなどから、区としても早期の

完成が必要であると考えています。 

国及び高速道路株式会社における事業のため、

区の実施計画に記載はありませんが、国や東京都

と連携し、本線整備の早期完成に向けて、事業を推

進しているところです。 

 

 計画中の外環道のインターチェンジのうち、杉並

区に接する青梅街道インターチェンジについて

は、区民にとっての利便性･安全性等を考慮したう

えで、フルインターを前提に再検討すべきと考え

る。 

外かく環状道路の青梅街道インターチェンジに

ついては、現在ハーフインターチェンジとして事業

が進められており、現時点でフルインターチェンジ

への計画変更を検討することは、本線工事のスケジ

ュールに影響するため、困難と考えます。 

外環本線は、区としても早期の完成が必要であると

考えており、国や東京都と連携し、本線整備の早期

完成に向けて、事業を推進しているところです。 

 

 施策６ 魅力的でにぎわいのある多心型まちづくり 

 荻窪南口は、文教地域、住宅地域として発展し、

住宅都市として成熟しており、多くの荻窪南口の住

民は、デッキ、高架化、地下化などの大規模なハー

荻窪駅周辺まちづくりについては、地域住民主

体の「荻窪まちづくり会議」におけるまちづくり構想

の検討等を通じて、地域の方々とまちの将来像を
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ド整備及び経済優先の商業機能を際立たせた再開

発は望んでいない。 

荻窪北口は、商業地域として、又、南口は、文教

地域、住宅地域として、それぞれ発展して来たこと

から、荻窪の南北の均一化した商業開発を進める

のではなく、北口と南口、それぞれの地域特性を活

かした「まちづくり」を考えてほしい。 

【他、同趣旨２５件】 

共有しながら、着実に進めていきます。 

また、まちづくり方針の策定等にあたっては、荻

窪駅周辺の商業地とその背後に広がる住宅地との

土地利用や都市基盤の状況等の差異を考慮する

など、検討区域の特性や課題を踏まえた検討を行

っていきます。 

 

 『荻窪まちづくり懇談会』や『荻窪まちづくり会議』

は公募の人たちが入っていることは良いが、「幅広

い年代の区民が参加できる機会をつくり」を担保す

るようなしくみが現在無いこともあり、年代に偏りが

ある。 

【他、同趣旨２件】 

荻窪駅周辺まちづくりについては、地域の方々と

まちの将来像を共有しながら進めていく必要がある

と考えています。そのため、今後も、「荻窪まちづく

り会議」の運営の支援を始め、幅広い区民の皆さま

が地域のまちづくりに関心を持ち、参画できるよう

工夫に努めていきます。 

 

 荻窪駅の南北交通は、デッキ案や高架化、地下

化などは実現性に乏しく、又財政的にも私たちの税

金を無駄に使うことになる。多額の出費が予想され

る大規模なハード整備は必要ない。 

【他、同趣旨７件】 

今後、「荻窪まちづくり会議」からの構想の提案を

踏まえ、まちづくり方針の検討を行う中で、駅の北と

南の交流促進に向けて、ハード・ソフトの両面から

検討していきます。 

 魅力的でにぎわいのある多心型まちづくり等に

ついて、施策間の関連、優先順位が不分明であり、

安全・安心が「まち」の最大の魅力である。標題に

「安全・安心を最優先した」を加えてほしい。 

区民の生命・財産を守ることが区民福祉向上の基

礎という認識に基づき、総合計画の１つ目の目標と

して「災害に強く安全・安心に暮らせるまち」を揚

げ、その実現に向け、施策１～３では、安全・安心

に関わる取組を掲げております。施策６の「魅力的

でにぎわいのある多心型まちづくり」では、安全・安

心のまちづくりに加えて、住宅都市としての価値を

さらに高めていくために、まちの利便性の向上やに

ぎわいの創出など、暮らしやすさや魅力あるまちづ

くりに関わる取組を掲げています。 

 

 シティ･セールスの観点から、区内の地域資源や

産業施設のネットワーク化と、それらの効果的な情

報発信が非常に重要なので、現在、区内産業団体

等で地域経済活性化を目的に推進している｢中央

線あるあるプロジェクト｣について、支援の強化をお

願いしたい。 

 

区内産業団体や企業、NPO等とともに、都市観光

の観点から杉並区の魅力をPRする、「中央線あるあ

るプロジェクト」を引き続き推進していきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 「杉並らしさを活かした観光事業の推進」に次の

文言を追加してほしい。「住みやすさ」、「落ち着

く」、「安心感のある」、「都心に近い」、「杉並区内に

ある遺跡・神社等の史跡ならびに杉並区にゆかりの

ある文化人に関わりのある建物などをリストアップ

し、区民、東京在住の外国人に知る区ロードなどを

活用して効果的に発信していきます。」 

今後の事業運営の中で参考とさせていただきま

す。 

 「杉並らしさを活かした観光事業の推進」の次の

文言を変更してほしい。 

・「中央線沿線」という表現は具体的ではないので、

工夫して欲しい。区に中央線が走るのは誇らしい

が、他の沿線もあるので。 

・「コンテンツ」、「メディア」は、日本語で表記してほ

しい。 

・文言追加：中央線沿線を･･･文章改定･･･「杉並」と

いうことを認知してもらえるように発信していきま

す。 

・文言削除：また杉並ナンバーの普及を促進し、杉

並の知名度を高めます。 

当該事業の内容に照らし適切な文言であると考

えますが、注釈を入れるなど表記を工夫します。 

また、杉並ナンバーの普及は、杉並の知名度向

上に寄与し、来街者の増加につながるものと考えま

す。 

 「杉並らしさを活かした観光事業の推進」につい

て、「観光」という言葉がもつ印象を考え直す（捉え

直す）必要がある。「観光」という視点でどこに行け

ば情報が得られるのかなど、情報発信に工夫(周

知）が必要ではないか。 

平成25年度から開始した、中央線４駅等の魅力を

広く紹介する「中央線あるあるプロジェクト」を推進

するほか、観光情報を発信するための拠点を整備

し、情報発信の一層の強化に取り組みます。 

 「杉並らしさを活かした観光事業の推進」に関し

て、杉並芸術会館(座・高円寺）の地域活性化事例

は、まちづくり懇談会（H24年12月から開催）での結

論にもあったように、あんさんぶる荻窪でもできた

はずである。にぎわい創出と観光情報発信のため

の拠点整備は、全ての(特に駅前、駅近の）“区の施

設”において、知恵をしぼって対応してほしい。 

今後の事業運営の中で参考とさせていただきま

す。 

 施策７ 地域の特性を活かし将来を見据えた産業の振興 

 区内での消費を促進する｢B u y すぎなみキャン

ペーン｣を行ってほしい。 

「BUYすぎなみの推進」については、産業振興計

画の中で既に計画化しており、今後、区内産業経

済団体と連携しながら、具体的方策について検討し

ていきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 高齢者が多くなっている町で、自宅の周辺に商

店が営業を続けてくれる事は大切である。特養など

特別な介護を受けずとも、自宅介護で生活してい

ける高齢者も大勢いる。その為にも、歩いて行ける

近くの店舗が必要だ。 

商店街は、日常生活に必要な商品・サービスを

提供するだけでなく、まちの安全・安心やにぎわい

を創出するなど「地域コミュニティの拠点」としての

役割・機能を果たしています。このような役割・機能

が維持できるよう、商店街支援に引き続き取り組ん

でいきます。 

 井草地域の関係者が協力し、地域資源を活用し

てまちの魅力と価値を高め、活性化を図る事業｢井

草ガーデンタウンプロジェクト～花と緑にあふれる

井草地域の実現｣に対し、予算措置を伴う区の支援

をお願いしたい。 

地域・経済活性化事業助成制度を設け、事業の

実施団体である「花と緑のステキなまち井草協議

会」への支援を行っています。 

 緊急経済対策融資制度の継続、拡充をしてほし

い。 

資金ニーズにより的確に対応できるよう、緊急経

済対策融資を含め産業融資資金制度全体の拡充・

見直しを行っていきます。 

 労働人口･昼間人口を増やし、地域の活性化に

つながる施策として、企業の本社機能、オフィス、

研究機関等の誘致に取り組んでいただきたい。 

区内で活用できる大規模な土地は少なく、誘致

は難しい状況ですが、企業等から相談があれば協

力していきたいと考えます。 

目標３ みどり豊かな環境にやさしいまち 

 施策８ 水とみどりのネットワークの形成 

 杉並の資産である、緑が施策に取り上げられて

いるのは喜ばしいが、水害が懸念される善福寺川

の「人と自然の共生」が課題である。自然保護の知

見と技術について充分に情報を集めた上で計画を

進めていくべき。 

善福寺川及び和田堀公園は、昭和30年代より東

京都が整備を進め、現在のような形に至っていま

す。現在、工事中の河川整備は、流域で多発する

水害の防止軽減のため、両施設の整備初期の段階

から計画され、下流域の河川整備進捗に伴い、工

事実施が可能となったものです。区においても、水

害対策と併せて、公園の環境を維持することは重要

と考えており、都に対し、工事に際しては樹木の伐

採等を必要最小限に留め、河川整備後のみどりの

再生について働きかけていきます。 

 子どもたちが自由に遊べるよう、公園の禁止事項

をもう少し減らしてほしい。子どもを大切にする政策

は、ほかの区より特徴のある街作りにもなると思う。 

公園を利用する方と公園周辺や他の利用者の方

が、お互い安全で安心できる公園づくりが重要と考

えています。今後は、区内公園を活用し、子どもた

ちが自分たちのアイデアや創造力を活かしながら

自由に遊びをつくり出すことができる「（仮称）子ども

プレーパーク事業」の実施や、乳幼児が安全・安心

に遊べるエリアの整備を行なっていきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 東京都が進める都市計画高井戸公園の整備に

関連して、杉並区には、地域住民や関係者の意見

を踏まえつつ、道路環境の改善など周辺まちづくり

の課題解決に取り組むようお願いしたい。 

防災拠点となる高井戸公園へのアクセス等、周

辺の道路環境の整備は必要であると考えていま

す。そのうち、都市計画道路については、現在、都

区で検討を行っている第４次路線の選定に向け、

新たに整備すべき路線の調査・検討を行うなど、地

域住民等の意見を聞きながら道路環境の改善に向

け取組んでいきます。 

 杉並らしい歴史風土の伝承のため屋敷林・農地

等計画性のある取組を望む。 

杉並区のみどりは、杉並の原風景ともいえる屋敷

林や農地といった民有地のみどりが全体の7割を占

めています。このまとまりのあるみどりを後世に引き

継いでいくことが、みどり豊かな住宅都市の実現に

欠かせないと考えています。そのため、モデル地

区を定め、杉並らしい風景のシンボルである屋敷林

や農地の保全に取り組んでいきます。 

 現状の緑を守り、水と緑のネットワークを区内に

網羅する計画をたて実行してほしい。 

みどりの保全や創出は重要と考えており、まちづ

くり基本方針、みどりの基本計画、みどりのベルトづ

くり計画などを策定し、ネットワークづくりを進めてき

ました。今後も、水とみどりのネットワークの形成に

取り組んでいきます。 

 和田堀公園の再編事業等、区と都が連けいを取

り合って工事を進めてほしい。 

都立和田堀公園は、区の中央部に位置し、区民

の憩いとやすらぎの場所となっています。今後も都

に対し、整備・促進を働きかけていきます。 

 道路緑化について国は高木を重視し低木をなく

す方向性だが、低木の役割を考え(大気汚染の改

善の為にも）高木の間に低木を混ぜる街路樹対策

をしてほしい。 

街路樹には、まちの景観を向上させ、交通騒音

低減や大気浄化の効果があり、夏季には歩行者に

日陰をもたらすなど様々な機能があります。区は、

「まちづくり基本方針」で、幹線道路や都市計画道

路の緑化に努め「みどりの軸」の形成を図るとして

おり、道路緑化は大変重要なことと認識していま

す。一方で、交通安全の確保も必要であり、国の基

準見直しの動きも安全への配慮が理由の一つであ

ると理解しています。 

杉並区が管理する道路は、決して広いとは言え

ない状況にあり、道路緑化も厳しい条件のもとで進

めていますが、地域の方々の意見をできる限り考

慮し、高木・低木を組み合わせる等、調和のとれた

緑化となるよう努めていきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 近年「生物多様性の危機」が問題になり、日本も

国家戦略を立ち上げ、各地方自治体にもその取り

組みを義務づけている。杉並区も区内の自然環境

の状況をしっかりと把握し、次世代の為により自然

環境の質を高め、生物多様性を向上させる必要が

あるが、現状と課題から抜け落ちている。「みどり」

が平仮名表記されているのは、元々緑被率や公園

の面積だけではわからない生態系全体を捉え、そ

の充実を計ろうとした事がきっかけだが、その内容

に触れていないのはおかしい。施策目標には緑被

率と公園面積しかあげられておらず、みどりの質の

充実の指標にはならない。区に残されている自然

環境の実態は自然環境調査などで継続的に調査

し、その実態に基づき生物多様性戦略や水とみどり

のネットワーク形成を行っていくべき。未来を引き継

いで行く子ども達の教育の為にも、大人社会がまず

自分たちが住まう地域の自然環境を保全するという

姿勢が非常に重要。行政は特に広い視野に立った

必要性を区民全体に訴え、自らも施策に反映して

いくべき。 

区は、水とみどりのネットワークの形成において、

生物多様性への配慮は重要と考えています。今後

もみどりの育成・創出とあわせ、自然環境調査や生

き物生息場所の保全など生物多様性の視点を踏ま

え、さまざまな施策に取り組んでいきます。 

 希少な植物だけでなく、昆虫なども含めた生態

系として環境保全をしてほしい。公園などの樹木に

ついても、適切な管理が必要。ボランティア団体な

どの協力や業者への委託も求められると思うが、そ

の場所の環境や樹種によって、手を入れるタイミン

グや手法など、適切な技術が必要。 

公園などの管理は行政が責任をもっているのだ

から、自然環境調査などに基づいた、その場所ごと

のそれぞれの樹木や草の特性、景観や生態系に

おけるそれぞれの役割などを掌握して、適切な手

入れの指導をしてほしい。 

区は、公園をはじめ、他の公共施設についても

植物の特性や景観、生態系等に配慮した手入れを

行ってきましたが、今後もこれらの視点で区民と協

働し、適切な手入れに取り組んでいきます。 

 施策９ 持続可能な環境にやさしい住宅都市づくり 

 太陽光発電設備と家庭用燃料電池への助成は、

現在それぞれへの個別支援となっているが、区内

の住宅の省エネ性・環境性をより高めるために、両

方の設備を併設する「Ｗ発電住宅」へのインセンテ

ィブ策の導入を意見提言したい。 

太陽光発電機器と家庭用燃料電池を併設するい

わゆる「ダブル発電」は、区内におけるエネルギー

の安定的な創出に寄与する有効な手段であると考

えていますが、いずれの設備も高額であることか

ら、区としてはそれぞれの機器の普及を促すため、

各機器の設置費用に対し一定の助成を行っている

ところです。更なるインセンティブ付与について

は、考えていません。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 太陽光を主とする自然由来の発電設備は、天候・

時間に大きく発電能力が左右されることから、より現

実的な低炭素社会実現のためにガスコージェネレ

ーションシステム（ＣＧＳ）の導入促進を意見提言し

たい。 

ガスコージェネレーションシステム（ＣGS)の一形

態である家庭用燃料電池に対する助成について計

画化しています（低炭素化推進機器設置助成）。 

 住宅の省エネ化はＣＯ２の削減に大きな効果が

あるので、ＮＰＯや事業者とともに省エネ住宅の有

効性をＰＲし、具体的な省エネ機能の普及啓発事

業を拡大する。 

省エネ住宅の有効性については、既にＮＰＯ、

事業者等と協働してＣＯ２の削減効果等について

周知啓発・普及活動を実施しており、引き続き取り

組んでいきます。 

 家庭の省エネ診断を実施し、リフォームまでの道

筋を作り、その成果を公表する。 

省エネ診断については既に実施していますが、

リフォームについては被診断者の判断によるため、

現在以上の取組は考えていません。 

 省エネ住宅新築・リフォーム時の支援について、

住宅の不燃化・耐震化と同様の支援と助成を行う。 

省エネ法の改正により住宅新築時の省エネ化が

義務化されることから、支援については今後の課題

と考えています。 

 「東京ソーラー屋根台帳」を使って太陽光発電の

普及を図る。 

ソーラー屋根台帳については正確性に課題はあ

りますが、太陽光発電導入を検討するきっかけとし

て一定の効果が認められるため、既に今年９月から

省エネ・節電相談で活用し、太陽光発電の普及に

努めています。 

 エネルギー使用量の削減や効率的な利用など、

家庭におけるエネルギーのベストミックスについて

総合的な相談・アドバイスができる常設のエネルギ

ー相談所を開設する。 

年間３０回程度、事業者、ＮＰＯ等と協働でエネ

ルギーに関する相談を実施している他、２６年度か

らは電話予約による相談も開始しているため、常設

の相談所は考えていません。 

 太陽光発電の設置助成方法について、設置者が

省エネをしてＣＯ２の排出を減らすことを促すような

内容に給付方法を変更する。 

太陽光発電設置者に対するアンケート結果で

は、設置後に一層省エネ意識が高まり、家族で省

エネに取り組んでいるとの回答が７０％を超えてい

ることから、設置による省エネ効果が見込まれるた

め、給付方法を変更する考えはありません。 

 環境学習の推進について 

自然環境調査・河川生物調査については、小中

学生のみの調査だとかえって環境を破壊するおそ

れがあると思われる。専門知識をもった調査員の調

査と平行して、小中学生による身近な場所の自然

環境調査を行い、それらのデータを比較して環境

に対する意識を育てるということであれば、大変意

自然環境調査における小中学生の調査では、専

門知識のある方の同行を求め、環境保全に配慮し

ながら実施いたします。 

また、調査については、従来の調査体制を維持し

て実施します。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

義があるのでそのようにしてほしい。また、従来の5

年ごと2年間の専門知識を持った調査員の調査は

続けてもらいたい。 

目標４ 健康長寿と支えあいのまち 

 施策１２ 地域医療体制の充実 

 「在宅医療体制の充実」について、高齢者のみで

はなく、障害児(者）についても明確に対象としてほ

しい。特に医療的ケアを必要とする障害児(者）は在

宅医療体制の重点対象としてほしい。 

医療的ケアの必要な方に対する在宅医療・救急

医療体制につきましては、今後、当事者団体や杉

並区医師会の意見を聞いた上で検討していきま

す。 

 医療的ケア者に対する救急医療体制を確保して

ほしい。医師会による重症心身障害児(者）対応当

番医制度を作ることはできないか。（休日当番医制

度を重症心身障害児(者）・医療的ケア児（者）に対

応させたようなもの） 

 高齢者は自らの健康維持、生活維持のために基

本的に最大限の自助努力をしているが、問題は、

家族や近隣、友人らの力の及ばない複雑高度な医

療と介護、認知症対応、長時間対応などを、支え得

る｢公助｣が得られるかということである。 

「3 在宅医療体制の充実」については、重点とさ

れているが、「連携強化」と抽象的で、在宅高齢者

の緊急必要時に迅速・的確な対応が準備されるの

か、危惧を感じる。 

高齢者の在宅生活を支えるため、医療・介護関

係機関が緊密な連携体制を築き、入院時から退院

後の在宅生活においても切れ目のない医療を提供

できるよう、医師会等と協議し、在宅医療体制を充

実していきます。また、緊急時についても、中野・新

宿を含めた広域的な医療圏で、救急患者の迅速な

受け入れを図るなど、医療体制の構築に努めてい

ます。 

 施策１３ 高齢者の社会参加の支援 

 高円寺地区は高齢者の健康づくりの場がない。２

～３時間自由に会合できる場所が欲しい。学校の

教室等を使わせてもらえれば、高齢者の活動の活

性化が図れると思う。 

高齢者の活動拠点としてゆうゆう館のほか、高円

寺地区には、高円寺北区民集会所、セシオン杉並

内にも軽運動室や体育室、集会室などがあり、「健

康づくりの場」や「会合できる場所」として使用が可

能です。 

 施策１４ 高齢者の地域包括ケアの推進 

 現在の生活支援サービスの要件緩和、利用の拡

大により、介護予防のみならず、要支援の重症化を

防ぐことも可能となり、結果として区財政の軽減化に

繋がると考える。 

介護予防事業については、今回の介護保険制度

改正により新しい総合事業に移行いたします。 

現在策定を進めている第６期介護保険事業計画の

検討においてご意見を参考にいたします。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

区として、継続してほしい介護予防事業を、どこ

がどのように運用するのか、その点も計画案に加え

てほしい。 

【他、同趣旨１件】 

 老々介護・子ども（孫）が介護するのは限界があ

り、仕事もできないので、在宅介護方針には反対で

ある。これからは、高齢者の一人暮らしが益々増え

るので施設介護を進めて欲しい。７０歳以上は、収

入に応じた負担で誰でも入所できるようにしてほし

い。 

区はこれまで14箇所の特別養護老人ホームを区

内に整備するなど、積極的に高齢者の施設整備を

進めてきました。今後も、施設での介護を必要とす

る高齢者の支援として、特別養護老人ホームをはじ

めとする多様な施設整備に取り組みます。 

また、平成25年度に実施した高齢者実態調査で

は、6割以上の高齢者が、いつまでも住み慣れた住

居で生活したいという希望しています。区はこれか

らも、ショートステイやヘルパーの派遣等の介護者

の負担を軽減する支援を充実させるとともに、地域

のボランティア・ＮＰＯ等による高齢者の見守り等の

生活支援サービスの開拓を行い、併せて、医療と

介護の連携による一体的なサービスが提供できる

よう取り組みます。 

 

 2025年を目途に地域包括ケアシステムの構築が

求められており、特に生活支援サービスについて

は、ＮＰＯ・ボランティア等を含めた多様な主体によ

る地域ニーズにあった重層的サービスが必要であ

る。サービス提供の担い手として、元気な高齢者に

も参加とてもらうことで、社会参加・地域貢献の機会

となる介護予防にもなる。 

 

地域包括ケアシステムの構築のためには、健康

寿命の延伸を実現し、元気な高齢者にも地域の支

えあいの担い手として、社会参加、地域貢献してい

ただくことが重要と考えています。 

今後も、長寿応援ポイント事業やすぎなみ地域

大学の講座等の実施により、生活支援サービスを

含めた地域の支えあいにつながる担い手づくりを

進めていきます。 

 

 地域に多様なサービス（地域資源）をつくり出し、

ネットワーク化し、ケア24と連携しながら地域づくり

を行うことが、地域包括ケアシステム構築の一助と

なる。そのための運営費やコーディネーター費用

などの継続的な区の支援を望む。 

 

地域包括ケアシステムを構築するためには、

NPOやボランティア等の地域の多様な主体を含め

た地域資源の開拓が必要です。そのために地域包

括支援センターに、（仮称）地域包括ケア推進員を

配置し、サービス資源の開拓とネットワークの構築

を進めていきます。 

 高齢者は健康維持・生活維持のため自助努力を

しているが、問題は、家族や近隣、友人の力の及

ばない複雑高度な医療と介護、認知症対応、長時

間対応を支える「公助」が得られるかである。 

子ども・子どもの配偶者の介護離職は介護保険

制度の根本的目的に反し、社会的損失を生むもの

今回の介護保険制度改正においても、専門的な

支援の必要な高齢者の支援については、介護保険

制度のサービスの中で対応するとしています。 

要介護状態の高齢者もその家族も住み慣れた地

域で住み続けられる体制を構築していくことが必要

であると認識しています。介護者であっても、可能
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項目 意見の概要 区の考え方 

であり、地域包括ケアシステムの質と密度について

格段の体制を組むことを切望する。地域包括支援

センターへの地域づくり担当配備は現在3所で少な

く、計画では「拡充」としているが、数値が示されて

いないので不安である。 

【他、同趣旨1件】 

な限り仕事を続けられる仕組みについても検討して

いく必要があると考えています。 

地域包括支援センターへの(仮称)地域づくり推進

員については、ご意見を踏まえ平成27年度から20

所すべての地域包括支援センターに「(仮称)地域

包括ケア推進員」として配置することとし、計画を一

部修正いたします。 

 来年度の制度改正に向けて、要支援1、2の方へ

の生活支援サービスの充実を求める。最低でも週

一回2時間程度の委託ヘルパーの派遣を原則とし

て、ボランティアは補完的制度と考えるべき。 

【他、同趣旨1件】 

今回の介護保険制度改正においても、専門的な

支援を必要とする高齢者の支援については、介護

保険制度のサービスの中で対応することとしていま

す。その他の生活支援サービスについては、新し

い総合事業として、多様なサービスを整備していき

ます。 

 ケア24のすべてを民間にまかせるのではなく、

区直轄のケア24をつくるべきである。職員が直接か

かわることで、介護の問題点を把握し、杉並区の高

齢者施策を更に充実させることができると思う。 

【他、同趣旨1件】 

 

区は20所の地域包括支援センターを統括する基

幹型地域包括支援センターの機能を担っていま

す。今後も、20所全ての地域包括支援センターの

運営方針の提示や困難事例の対応支援を行うとと

もに、区と各地域包括支援センター同士の連携を

深め、今後も高齢者施策の充実のための対応を工

夫していきます。 

 

 配食は、単なる食事の手渡しではなく、高齢者本

人とその家族とのふれあいから得られた数々の情

報が、より緻密な支援につながるが、現在の区の配

食事業は、区予算の縮小により事業者委託となり、

低価格設定で、量も制限されており、肝心の安否確

認については、｢見守り｣の役割が果たされている

か、疑わしい例もある。 

杉並区が｢共助｣…ボランティア(助け合いネットワ

ーク、安心協力員)を唱導するからには、｢見守り｣と

しての配食事業の拡大と充実に格段の援助をすべ

きだと考える。 

【他、同趣旨1件】 

見守り配食サービスは、心身の状態により調理・

買い物等が困難なひとり暮らし高齢者等に対し、栄

養バランスのとれた食事を提供するとともに、単に

配達するだけでなく、安否確認や継続的な健康状

態等の見守りを行うものです。今後も事業者に対し

取組趣旨の徹底を図るとともに、事業実施の状況を

確認・評価し、適切な履行を確保していきます。 

 区独自事業の「ほっと一息家族介護者」「安らぎ

支援」その他などを更に充実させることを切望す

る。また、事業が、区広報、ケア2 4、ケアマネージ

ャー等によって区民に周知され、活用されるよう徹

底を図ってほしい。 

【他、同趣旨1件】 

区の独自事業については、これまでも利用実態

等を踏まえ、要件を緩和するなど充実に努めてい

ます。今後もニーズ等を見極めながら必要な見直し

を図っていきます。また、事業については各種パン

フレットを作成し、ケア24・ケアマネージャー等を通

じて一層の周知に努めます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 社会保障制度改革の推進に関する法律が国会

に提出され、必要な措置を29 年度までを目途に順

次講ずるとのことだが、高齢者の福祉施策はこの先

どう変っていくのか不安である。 

"地域包括ケアの推進""在宅支援の仕組みづく 

り"など区の取り組み如何によって、高齢者の最期

は幸･不幸の分かれ目となる。区の今後の力量発揮

に期待している。 

【他、同趣旨1件】 

 

急速な高齢化の進展により、今後一層、単身世

帯、高齢者のみの世帯や要介護高齢者が増加する

と予測しています。そのため高齢者が地域で安心

して生活できるために、医療と介護をはじめとする

日常生活を支援する様々なサービスが適切に提供

される「地域包括ケアシステム」を早期に構築し、そ

の充実が図れるよう取り組みます。 

 今後の在宅療養者数の増大、特に認知症の増加

などにも対応できるよう、地域医療の往診医や訪問

看護師の十分な配置を求める。 

【他、同趣旨1件】 

 

介護保険法改正により、高齢者の在宅での生活

を支えるための在宅医療の推進や認知症対策の更

なる充実を地方自治体が主体的に実施するための

制度改正がなされました。往診医や訪問看護師の

充実については、引き続き、医師会等の関係団体

に要請をしていきます。 

 

 「地域包括支援センターの機能強化」で、認

知症高齢者・家族の支援のほか、「区民・地域

への周知」を追記すべき。 

 

地域包括支援センターは高齢者の生活に関する

相談を受け、適切なサービスに繋げる役割を担っ

ています。地域に親しまれ、気軽に相談できる地域

包括支援センターとしてその利用が更に拡大され

るよう、引き続き区民・地域への周知をしていきま

す。 

 「地域包括支援センターの機能強化」で、推進委

員を「配置」→「共育」に修正を。 

（仮称）地域包括ケア推進員の配置により地域包

括支援センターの機能強化を図り、多職種協働の

連携強化とともに地域主体の地域づくりを行うことを

意図した取組です。 

 

 「地域包括支援センターの機能強化」で、地域包

括支援センターの機能だけではなく、既存の組織・

仕組み（民生委員等）との連携を追記すべき 

 

地域包括支援センターは、地域包括ケアの推進

における中核的機関として、町会や民生委員等の

地域の方々や医療、介護関係機関等の多職種の

方が参加するさまざまな会議等を通じて連携を図っ

ていきます。 

 高齢者施設の増強も必要だが、同時に地域での

高齢者の支援を地域包括支援センターが中心にな

って強く進めてもらいたい。 

地域包括支援センターの機能強化は重点である

が、行動力の強化について急いで実現していく必

要がある。 

「ケア24」は高齢者の「生活・医療・介護相談セン

地域包括支援センター(ケア24)に（仮称）地域包

括ケア推進員を配置し、地域の実情に応じた生活

支援サービスを、ケア24職員が地域の人材と協働し

て提供します。また、ケア24では高齢者の生活を支

えるための総合相談を実施しており、様々な相談に

適切に対応できるよう、適宜研修等を実施し、ケア

24の職員の知識・能力の向上を図ります。 
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ター」として、生活の状況に合わせてその人と相談

して、地域の協力をとりつけたり、ボランティアに頼

んでみるなどの行動力をもっと強化し、広報や告知

をして地域の高齢者のセンターとして急いで機能

を確立すべき。 

医療機関の紹介や相談、最近多い特養ホームや

民間の施設の利用の相談などにものれるようなもの

にしてもらいたい。 

 今後、孤立しがちな高齢者の孤独死増が予想さ

れる。 

かつては、保健師が地域に出て、高齢者の心身

の健康や生活実態を把握し、必要なサービスにつ

なげる仕事をしていたが、その仕組みを再構築す

ることを提言する。 

 

安心おたっしゃ訪問により、地域の高齢者と民生

委員、ケア24職員や区職員との相談しやすい関係

づくりを行うとともに、必要な支援やサービスにつな

げています。また、そのほかにも高齢者を見守り、

孤立化を防ぐために、たすけあいネットワーク（地域

の目）や見守り配食サービス、高齢者安心コールな

どの事業を実施しています。今後も、地域住民、民

間事業者、区による重層的な見守り体制を強化して

いきます。 

 施策１６ 障害者の社会参加と就労機会の充実 

 医療的ケア者の増加に対応するとあるが、具体

的には何を行うのか。 

 

導尿や経管栄養など医療的なケアに対応した施

設を整備し、さらに対応可能な医療的なケアについ

ても検討します。 

 施設の増加は需要に追いつくのか。根拠となる

データを区は把握しているのか。 

特別支援学校卒業予定者数の将来動向や過去

の通所施設利用実績から需要の推計を行い、計画

的に施設を整備します。 

 通所施設に人工呼吸器使用者も受け入れるの

か。 

人工呼吸器使用者については、現状では対応が

困難です。今後、人工呼吸器使用者を含めた医療

的ケアの必要な方のへ対応について、更に検討し

ていきます。 

 施策１７ 障害者の地域生活支援の充実 

 入所施設において人工呼吸器使用者の受け入

れを可能にしてほしい。 

人工呼吸器使用者については、現状では対応が

困難です。今後、人工呼吸器使用者を含めた医療

的ケアの必要な方のへ対応について、更に検討し

ていきます。 

 障害児のグループホーム・入所施設の整備とあ

るが、増大する需要に追いつくのか。根拠となるデ

ータはあるのか。 

これまでのグループホームや入所施設への申込

み状況等からその需要を推計し、計画的に整備を

進めます。 

 介護者のレスパイト体制を確保してほしい。自宅

でのケア代行事業や、ショートステイ枠の拡充を行

ってほしい。ショートステイについては、区内医療

重症心身障害児(者)在宅レスパイト訪問看護実施

事業所を拡充し、ショートステイを利用しにくい方を

支援します。 
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機関や天沼3丁目新施設の活用により実現できな

いだろうか。 

ショートステイの拡充について、事業所や利用者

と協議の上、既存の施設を活かすことで対応し、利

便性の向上を図ります。 

 施策１８ 地域福祉の充実 

 「災害時要配慮者支援の充実」について、緊急通

報システムの対象者を拡大してほしい。重症心身

障害児(者）などの医療的ケア者を介護している世

帯に対する適応はできないか。 

一人暮らしなどの重度身体障害者世帯等に対し

て、病気などの緊急事態の際、民間警備会社に通

報できる緊急通報システムを設置しています。 

災害時には、重度心身障害者の方については、現

在でも本人の申し出により地域のたすけあいネット

ワーク（地域の手）への登録が可能です。 

目標５ 人を育み共につながる心豊かなまち 

 施策１９ 地域における子育て支援拠点等の整備 

 井ノ頭線沿線には子育て中の保護者のための授

乳スペース等が少ないように感じるので、増やして

ほしい。 

保健センターや地域区民センター、図書館等の

区立施設に授乳スペースを設置しており、区ホーム

ページ内の区内のバリアフリー情報サイト「いってき

まっぷ」等でご案内しています。 

 総合計画の主な取組の「新たな地域子育て支援

拠点等の整備」を修正してほしい。 

●地域子育て支援拠点のイメージが沸かないので

修正すべき 

●「再編後」を削除（児童館の縮小は反対） 

●「学校等との連携・協力」を「学校等との連携、地

域の人との協力」、「支援をしていきます」を「支援を

します」に修正 

新たな地域子育て支援拠点である(仮称)子ども

センターについては、区立施設再編整備計画に基

づき、身近な地域で子育て支援サービスの利用相

談・情報提供を行うため、平成27年度に5所の保健

センター内に整備し、平成28年度以降、現在の児

童館施設等も活用して段階的に14所程度を整備す

ることとしています。 

なお、現在、保健福祉分野の施策・事業を総合

的・体系的に明らかにする「保健福祉計画」を改定

しているところですが、その計画において、改め

て、具体的内容等を示していきます。 

 （仮称）子どもセンターに行かなくても子育てサ

ービスの情報が得られるよう、区ホームページの充

実を図ってほしい。 

現在も区独自の子育て情報ポータルサイト「すぎ

なみ子育てサイト」や保育に関する情報を掲載した

「保育ほっとナビ」等の情報提供を行っています

が、引き続き、子育て関連情報の充実に努めていき

ます。 

 

 子育て世代のみならず、十代・二十代の若者が

子育てをイメージできるような取組や、子育てを通

した多世代共存のための場づくりを進めてほしい。 

現在も、学校等において「中・高校生と赤ちゃん

ふれあい事業」を実施しており、今後も、こうした事

業を定期的・継続的に実施するほか、多世代参加

型の地域行事等の実施を支援していきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 「子育てに関わる様々な団体や家庭、学校等の

連携・協力」をもう少し具体的におしえてほしい。 

実行計画案に掲げた地域子育てネットワーク事

業を通して、各小学校区域で児童館等を核に、地

域住民等との協働による地域伝統行事等を実施し

て世代を超えた人々の交流を促進します。併せて、

関係機関及び地域の子育て支援団体等で構成す

る連絡会を定期的に開催するなど、地域で子育て

家庭を見守り、支援するネットワークづくりを推進し

ます。 

 児童館機能の一部を小学校に移す場合、校舎内

の空き教室を活用するだけでは現在の児童館施設

と比較して不十分である。 

学童クラブ及び小学生の放課後等居場所事業を

小学校で実施するに当たっては、余裕教室のみな

らず、当該校の実情等を踏まえて、校庭や体育館、

特別教室、図書室等の活用を図るとともに、学童ク

ラブ利用児童と他の小学生との交流機会を確保す

るなど、児童の健全育成環境を一層充実させてい

きます。 

 ゆうキッズ事業は、引き続き徒歩圏内で実施すべ

きであり、現在の児童館で行ってほしい。 

【他、同趣旨4件】 

「ゆうキッズ」を含む乳幼児親子の居場所事業

は、児童館再編後も引き続き、小学校の通学区域

単位を基本とした身近な場所で全体として現在と同

規模の実施場所を確保するとともに、事業内容の拡

充を図っていきます。 

 「子ども・子育てメッセ」は、大量に親子をあつ

め、幼児の緊張助長・病気感染の怖れなど、無駄で

無益だと思う。 

子育て支援に関する情報交換と交流の場である

「子ども・子育てメッセ」の来場者は年々増加してい

ます。今後の開催に当たっても、引き続き、親子で

楽しめる環境づくりに努めるほか、感染症予防を含

む危機管理対策を適切に行っていきます。 

 施策２０ 妊娠・出産期の支援の充実 

 生まれた子が入院した場合や障害を持っていた

場合における保護者への支援を充実してほしい。

入院先の医療機関（ソーシャルワーカー等）と連携

してフォローできないだろうか。 

ご意見のようなケースには、保健センターの保健

師が相談に応じており、必要に応じて適切な支援

につなぐこととしています。今後とも医療機関等との

連携を図りながら適切できめ細やかな支援に努め

ていきます。 

 施策２１ 子育てセーフティネットの充実 

 ひとり親家庭の生活は不安定になりがちであり、

相談のみならず具体的な援助を進めるべき。 

計画案で示したとおり、個々のひとり親家庭の状

況等に応じて日常生活支援のほか、就労支援等の

自立生活に向けた支援を図っていきます。 

 施策２２ 就学前における教育・保育の充実 

 夜２０時頃まで子どもを預けられる保育施設を整

備してほしい。 

保護者の多様なニーズに応えられるよう、延長保

育や一時預かり等の保育サービスの充実を計画的

に図っていきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 保育の待機児童解消に向け引き続き保育施設の

整備を進めてほしい。 

今後も、保護者のニーズの高い認可保育所を核

とした保育施設の整備を計画的に進めていきます。 

ご意見を踏まえ、新たに公有地を活用した区立保

育園の整備により保育の受入定員を更に拡充する

こととし、保育施設の整備計画を一部修正いたしま

す。 

 保育施設の整備は認可保育所を中心に進める

べき。 

【他、同趣旨1件】 

 

 現在の認可保育所と新たに実施される地域型保

育事業とで、保育環境に格差が生じないようにして

ほしい。 

区における地域型保育事業の認可基準は、原則

として定員19人以下という小規模保育であること等

を考慮しつつも、保育の質と運営上の安全・安心を

確保する視点に立って定めています。 

 保育の必要性の認定基準策定に当たっては、子

どもが保育を受ける権利が損なわれないようにして

ほしい。また認定証交付までの期間は、極力、短縮

してほしい。 

区における保育の必要性の認定基準は、国の基

準等を踏まえて定めており、認定証の交付事務を

含め、適切に運用していきます。 

 子ども・子育て支援新制度の実施に当たっては、

十分な移行期間を設けてほしい。 

地域型保育事業の実施等にあたっては、円滑な

制度移行を行うため必要な経過措置を設けていま

す。 

 子ども・子育て支援新制度の実施に伴い、手続き

や保育料などに関わる保護者の負担が増大するこ

とのないようしてほしい。 

保育の認定及び入園申込みの受付は、保護者

の利便性を考慮し、基本的にワンストップ型で対応

します。また、新制度に基づく保育園等の保育料に

ついては、現在の保育料体系を基本に、必要な見

直しを検討していきます。 

 医療的ケア児を含む障害児が入れる保育園を増

やしてほしい。 

本年9月に全国初となる医療的ケアが必要な重

度心身障害児を受け入れる保育対応型児童発達支

援事業所が区内に新規開設したところであり、その

円滑な運営支援に努めていきます。また、計画案

では、区立保育園の障害児指定園を増やし、中・軽

度の障害児の受け入れ拡大を図ることとしていま

す。 

 病児保育について実行計画期間内に２か所では

少なすぎる。 

病児保育については、現在の１所から、平成２７

年度に１所増やすこととしており、今後のニーズ等

を踏まえて必要な拡大を図っていく考えです。 

 施策２３ 障害児支援の充実 

 「重症心身障害児対応型児童発達支援事業所の

設置」とあるが、これは「障害児保育園ヘレン」と同

様、民間事業所を誘致するということか。保護者の

就労支援は重要だが、杉並区内には医療型児童発

達支援が実施されていない。増加する医療的ケア

児が居住地域で療育を受けられるように、医療型児

重症心身障害児対応児童発達支援事業所につ

いては区が整備を行い、運営は民間事業者に委託

をする予定です。 

19 



項目 意見の概要 区の考え方 

童発達支援センターを設置してほしい。 

 こども発達センター(児童発達支援センター）の現

状は、定員を大幅に超過しており、通所を希望して

いるが果たせない待機者がいる、同規模の児童発

達支援センターを区北部に新設してほしい。 

 

 

 

民間の児童発達支援事業所の整備を進め、重度

と軽度の障害児療育の受入先を区と民間施設とで

分担するとともに、保育士等への療育の助言等を行

う障害児が在籍する保育所等への訪問支援等を強

化し、こども発達センターの受入人員の適正化を図

っていきます。 

一方で、重症心身障害児の療育希望者が増加し

ていることから、実行計画で平成27年度に1所、重

症心身障害児対応児童発達支援事業所の設置を

計画しています。 

 

 こども発達センターたんぽぽ園の送迎バスは送

迎時間が片道間以上となる場合もあり、バスの増便

やピストン輸送など何らかの対策を取ってほしい。

また医療的ケア等を理由として自力による通園をし

ている人に対して、タクシー券の交付など何らかの

補助ができないか。 

平成27年度に1所の重症心身障害児対応児童発

達支援事業所の設置を予定しております。これを踏

まえ、既存の送迎手段(バス)を活かす工夫を検討し

ていきます。 

 こども発達センターにおけるリハビリテーションの

枠を増やしてほしい。特にリハビリテーションは医

療機関におけるリハビリテーションや訪問リハビリテ

ーションとの併用を認めてほしい（こども発達センタ

ーのリハビリテーション枠が少ないため）。 

枠の拡大は、現状では難しい状況です。併用に

ついては、1箇所で集中してリハビリテーションを受

けることにメリットがあると考えています。 

 リハビリテーションに関しては送迎がなく自力に

よる通所となっている。交通費に関して何らかの補

助ができないか。 

リハビリテーションの利用者に限らず、送迎に関

する経費支援の予定はありません。 

 こども発達支援センターに通う保護者に対する支

援策を講じることはできないか。 

各種制度の説明、療育や発達段階に関する知識

等をプログラムとして受ける仕組みがあるとよい。現

在は講座などが開催されるが、保護者は多忙であ

るため受講しにくく、通園のプログラムに組み込む

ことは可能か。 

講座や説明会等に参加が難しい方には、引き続

き個別面接の中で対応していきます。 

 重症心身障害児対応放課後デイサービスの設置

とあるが、需要に追いつくのか。 

未整備であった学齢期の重症心身障害児放課後

対策を充実させるため、27年度、29年度に各1所、

計2所の放課後等デイサービス事業所の開設を計

画しており、今後も将来需要等を踏まえ計画的に整

備を進めていきます。 
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項目 意見の概要 区の考え方 

 施策２４ 子ども・青少年の育成支援の充実 

 プレーパークには、高齢者も集えるよう健康遊具

やベンチを設置してほしい。 

（仮称）子どもプレーパーク事業の実施場所とな

る公園をはじめとして、区立公園については、ご意

見の設備を含め、多世代が利用しやすい公園づく

りを進めていきます。 

 子どもたちの健全育成を充実する観点から、（仮

称）子どもプレーパーク事業の実施は高く評価す

る。 

（仮称）子どもプレーパーク事業については、区

内外で同様の取組を行っている子育て支援団体等

と協働して平成27年度の早い時期から実施していく

考えです。  自然の中で木登りや穴掘り等ができる、常設のプ

レーパークと実施してほしい。 

 （仮称）プレーパーク事業は他の公園利用者に

対するマナー等に十分配慮して行ってほしい。 

 学童クラブと他の小学生の放課後事業を一緒に

した全児童対策事業に移行させないでほしい。 

【他、同趣旨1件】 

小学校内へ移設後の学童クラブは、現在の事業

の枠組みを基本にしています。 

 おやつを提供している学童クラブが放課後子ど

も教室に一体化すると、夕食までに間食がなくなる

ことを心配する。 

 ゆう杉並のような主として中・高校生を利用対象と

した施設を増やしてほしい。その際は、現在の地域

児童館を発展させるべき。 

【他、同趣旨1件】 

中・高校生の居場所づくりについては、区立施設

再編整備で生み出された施設等の活用を視野に、

検討・具体化を図っていきます。 

 学童クラブには、専用的技能と経験を有する常

勤の指導員の配置を求める。 

区における学童クラブの設備及び運営に関する

基準に基づき、今後とも、適切な職員配置を行うとと

もに、健全育成環境の充実に努めていきます。 

 施策２５ 生涯の基盤を育む質の高い教育の推進 

 中一ギャップをなくそうと小中一貫校を作るのは

間違いである。子どもたちは小学校でいろいろあり

ながら、｢中学生になったら！」と意気込んで進級

するのであり、中一ギャップを理由にして学校つぶ

しをするのはやめてほしい。 

本区の小中一貫教育は、例えば中一ギャップな

ど、小学校から中学校に進学する際の不安や学校

生活の変化なども成長過程の中で乗り越えるべき

課題として捉えています。小中一貫教育校は、これ

まで以上に日常的に小・中学校が連携し、9年間を

通した一貫性のある教育を充実することで、より個

に応じた適切な指導を図り課題の克服や、よりよい

成長を期待するものであり、学校統廃合を目的とす

るものではありません。 
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 学び残し、つまずきなどは、成長後の人格形成

にも影を残します。「つまずき解消」は重要な課題

で、「実行計画案」に「パワーアップ教室」とあります

が、学力優先競争教室の感があり、つまずき勝ちの

子どもたちの抵抗感を増すのではないかと危惧し

ます。慎重なネーミングと効果あるつまずき指導を

望みます。 

 

「パワーアップ教室」は、子どもたち個々の習熟

度を把握し、個々の力の程度に応じた支援を図り、

その力の向上を目指す取組であり、着実に成果を

上げています。 

 小学校段階での外国語教育に反対です。母国語

で意見をしっかり言える、書ける、ことこそ肝要で

す。 

学校においては、学習指導要領に基づき、外国

語のみならず国語の指導の充実も図っています。 

 区内の小中学生全員が理科、科学の専門家によ

る指導を毎年受けられるように、①専門の知識をも

つ講師を増やすこと、②巡回授業を増やすこと、③

子どもたちが出かけて学べる場をつくることを提案

する。巡回だけでは、 回数と内容に限界があるた

め、必要な器材や準備が十分にできる学べる施設

をつくり、理科教育を推進してほしい。 

科学館の実験室で行ってきた内容は学校の理科

室で実験可能なものであり、十分に出前授業や移

動式プラネタリウムで代替できると考えています。理

科教育については、引き続き充実を図っていきま

す。 

 杉並区の中学生が他の自治体の子どもたちと比

べて理科が好きなのは、科学館に負う所が大であ

る。出張授業や移動プラネタリウムなどで代替でき

るものではなく、科学館は区民にとっても偉大な知

的財産であり、自治体の大きな特質である。 

 環境教育の推進には学校での理科・数学等の基

礎知識が大切である。学校での理科教育が未だ充

分に育まれていない現状では、科学館の廃止は次

期早しょうであり、存続活用を暫時続けていくべきで

ある。 

 区は「理科室が整ってきた」というが、学校の理科

室では十分にできないこと（流水実験など）を、科学

館が行ってきており、教師も科学館がなければ理

科の授業でできないことがたくさん出てくると言って

いる。また、プラネタリウムは全国的にも高い評価を

うけている。「移動プラネタリウム」は、どの学年でも

すべて実施できるほど巡回できるのか。 

 理科専科・理科指導員の配置については、区内

小中学校の全校とする。  

【他、同趣旨2件】 

理科専科教員又は理科支援員を小学校全校に

配置する予定です。中学校へは理科の担当教員を

配置しています。 
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 放射能対策について、学校給食の放射能測定の

工夫や、食材や産地の選択等による安全性の確

保、「被爆の最小限化」の視点による教育課程や学

校生活の見直し、教員・教育委員会・保護者・区民

が一緒に考えあう仕組みづくり、課題を認識できる

ような講演会等の継続実施、「被爆を最小限化して

健康を守る」新しい生活習慣を子どもたちに身につ

けさせる取組を行ってほしい。また、学校検診に心

臓検診等の対象学年を増やしたり、血液検査など

項目を増やすなどの充実と結果の公表を。 

学校給食の安全性を確保するため、国や都の基

準値を確認するとともに、引き続き、各学校のホー

ムページで食材の産地等をお知らせしていきま

す。また、学校における放射線に関する学習は、学

習指導要領に基づき行っており、その中で、文部科

学省発行の副読本を活用し、放射線の性質と利用

の状況、人体への影響など、子どもの発達段階に

応じて、放射線に対する正しい知識や適切な見方・

考え方を育んでいます。検診については、学校保

健安全法による健康診断の他、区独自で小児生活

習慣病予防検診を実施し、検診の充実を図ってお

り、検診結果については、分析、公表しています。 

 施策２６ 成長・発達に応じたきめ細かな教育の推進 

 医療的ケア児が近隣の学校で遊べるような環境

を整備してほしい。まずは施設のバリアフリーから。 

学校には、医療的ケア児を含む、様々な障害を

もったお子さんが訪れており、既存校については、

スロープの設置などの改修を随時行っています。

ご意見は、今後の事業運営の参考にします。 

 心理的なバリアフリーを実現するために、学齢期

から障害者と関わる仕組みを作り、介助方法やコミ

ュニケーションの取り方を学ぶ機会や日常的に接

する機会を作りたい。 

副籍制度（特別支援学校の小・中学部に在籍す

る子どもが、居住する地域の小・中学校に副次的な

籍をもち、直接的・間接的な交流を通じて、居住す

る地域とのつながりを図る制度）を活用して対応し

ています。 

 ・子どもたち一人一人の状況に応じてきめ細やかな

支援ができる学びの場を整える取組として、複数担

任制の推進、親に対して「子の出すサイン」を見抜

くマニュアルの配布、スクールカウンセラーの設置

および強化を追加する。 

・いじめに関する電話相談やインターネットによるト

ラブルや被害から子供たちを守る取組に、親１１０

番の設置、町内会など地域団体を通しての広報の

強化、無料Ｗｉｆｉの発信基地の整備を追加する。 

不登校対策について、ご指摘の子どもへのきめ

細かな支援は、既に実施しています。また、小学生

の荻窪適応教室のほか、27年９月には、宮前地区

に、中学生を対象としたさざんか教室を開設する予

定です。いじめ対応については、保護者対象の相

談窓口があり、学校関係者に周知していますが、今

後、さらにさまざまな機会をとらえて広報周知する

予定です。また、今年度は、中学生等の意見を聞き

ながらSNSに対応したスマホのアプリの開発に取り

組んでいます。 

 

 「不登校を１０年後にゼロに」という数値目標はや

めて、子どもたちの現状をよく見て、子どもたちに

寄り添える施策をしてほしい。 

不登校に対する総合的支援を実施するなかで、

一人ひとりの状態にあったよりきめ細やかな対応を

可能にするための事業の拡充等を図っていきま

す。数値目標については、今後も目標として掲げま

す。 
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 施策２７ 学校教育環境の整備・充実 

 桃二小の改築が突然決まりましたが、校舎がもっ

と老朽化している学校がたくさんあります。改築を

待っている地域の人たちをないがしろにせず、改

築は計画的に順序よくやってほしい。また、桃二小

の保護者にとっても突然の工事は迷惑なのではな

いかと思う。学校の改築を、他の事情で左右するこ

とはやめてほしい。【他、同趣旨1件】 

杉並区立小中学校老朽改築計画では、築50年を

超える学校を改築対象校として改築計画を進めるこ

ととしています。 

改築校の選定にあたっては、築年数のみではな

く、施設や設備の老朽化状況、新しい学校づくり計

画、区立施設再編整備計画等を総合的に判断して

決めています。桃二小については、来年、築50年

を迎えることを踏まえ、あんさんぶる荻窪からの児

童館機能の移転を機に、放課後を含めた地域の子

どもたちの教育環境や健全育成の充実を図るととも

に、未就学児が利用できる遊び場や地域の集会・

交流スペースも合わせて整備し、魅力ある学校とす

るため改築することとしました。 

 施策２８ .地域と共にある学校づくり 

 子どもの格差を生まないために、リタイアした高

齢者などの力を借りて、下校後の学習指導事業（無

料）の実施を。 

学校を地域に開き、地域に支えられた学校づくり

の仕組みのひとつとして、多くの小中学校で放課後

や土曜日に地域人材を活用した補習をすでに実施

しています。各学校にある学校支援本部などが主

体となり、学生ボランティアや地域ボランティアが先

生役を務め、子どもたちは教材費の自己負担分を

除き原則無料で参加することができます。 

また、平成27年度から生活困窮者自立支援法に

基づく取組の一つとして、生活困窮世帯等の子ども

を対象にした学習支援事業を実施しますが、その

実施にあたって、元教員などの社会人ボランティア

等の活用も想定しています。  

 杉八小をなくさないでください。小中一貫校づくり

はやめて下さい。学校の統廃合のなにものでもあり

ません。 

地域の学校は、出来る限り残していくべきであり、

少なくとも、小学生の子供たちを環7から守るべきで

ある。現在の高円寺中は、そのまま存続し、杉四小

と杉八小を統合して高円寺小学校などとすることに

よって環7を利用するという問題を解消し、子供たち

の安全を確保すべきである。 

対象3校がこれまで取り組んできた教育の成果と

伝統を礎にして、「高円寺地域における新しい学校

づくり計画」に基づき、高円寺地域ならではの魅力

ある新しい学校づくりを進めていきます。 

また、通学路の安全対策については、警察等の

関係機関の協力のもと、専門的な意見を伺い、実地

踏査も踏まえ、安全に考慮した通学路を検討すると

ともに、開校後は、交通安全指導員の増員を図るな

ど、十分な安全対策を講じていきます。 

 小中一貫教育として統廃合を進めていく動きに

不信感をもつ。小中一貫教育が本当にすぐれてい

るのか、これまでに行った内容について全く検証が

行われていない。また、統合新校の協議会では、

小中一貫教育については、教育委員会が実施し

ている「実態調査」や「教育調査」において検証を行

っており、小中一貫教育に関する項目の肯定率は

年々上昇傾向にあります。 
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「なぜ小中一貫なのか。何がメリットか」などについ

て全く語られず、校名、校歌、校章などの議論ばか

りと聞いており、新校の教育内容に全く期待するこ

とができない。統廃合の口実になっているだけで

はないか。軽々しく小中一貫を進めるべきではない

と思います。 

 新泉和泉地区小中一貫教育校設置計画において

も、小中一貫教育校に期待する効果を明示し、平成

17年度から他地域に先駆けて実施してきた教育の

成果を実現するため施設一体型小中一貫教育校を

建設することとしたものです。 

 小中一貫教育校には、日常的に小学校と中学校

が連携して多様な教育活動の展開ができる特徴が

あるため、学校用地や校舎の改築年限等の条件を

勘案し、今後も地域特性に配慮しながら可能な場合

には整備を検討していきます。 

 

 施策２９ 学びとスポーツで世代をつなぐ豊かな地域づくり 

 図書館の利用者をもっと増加させるよう、計画を

練ってほしい。以前蔵書を減らす為の理由として

「図書館の利用データにもとづいて」とのことだった

ので、図書館の利用者が増えるような計画も加えて

ほしい。 

蔵書の適正化にあたっては、図書の利用状況を

ふまえ、複本の削減等を行っていきます。図書館の

利用増に向けては、現在各館で行っている事業等

を検証し、利用者ニーズの把握に努めていきます。 

 科学館は、科学立国の一翼を担う、貴重な施設

である。また、科学教育には科学館で行うのがふさ

わしい科学教育もあり，理科室で行うのがふさわし

い科学教育もある。緊縮財政と高齢者施設の必要

性が廃止理由としてあげられているが、将来世代の

育成以上に重要な課題があるとは思えない。科学

館廃止の意思決定の手続きは不透明であり、科学

館については、単独の事項として，その廃止、存

続、移転、新設について、議論をすべきである。こ

のように、科学館廃止の根拠が曖昧であり、代替案

を含めた議論がない以上、廃止計画は凍結し、科

学館の在り方を再検討すべきである。 

【他、同趣旨1件】 

科学館は建設から45年以上が経過し、現行の建

築基準法には適合せず、構造的に大規模改修や

バリアフリー化の工事もできないため、プラネタリウ

ムをはじめとした施設の維持管理が大変困難な状

況です。また、施設や展示物等も古くなっており、

科学への興味・関心を高めるという観点からも課題

があります。 

こうしたことから、現施設は廃止し、ＩＣＴやデジタ

ル技術を活用した事業展開を図ることを基本に、新

たな拠点等について多面的に検討します。 

 社会教育としての科学教育は今後ますます大切

であり、「世代をつなぐ」発想と「質の高い教育」の発

想を事業に盛り込み、積極的に取り組んでほしい。

利便性が良く、かつ商業施設の近くに科学館を設

置することで、地域の活性化にもなる。区財政に負

担をかけない有料の施設として、科学館の教育理

念や手法を生かした楽しい科学教育の場をつくっ

てほしい。 

子どもから大人までが科学に親しみ関心をもって

学べるような学習の場と機会を提供するため、科学

事業の拠点等については、ＩＣＴやデジタル技術を

活用した次世代型の事業展開を図ることを基本とし

て、実施に向けて多面的に検討します。 
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 区民の誰もがすぐれた科学に親しめる環境を整

備。ＩＣＴ・デジタルとともに、従来の科学館のような

体験や経験の積み重ねができる施設、拠点の設

置、必要な専任職員の配置を。 

【他、同趣旨2件】 

 移動式プラネタリウムは、①現在区にある固定式

プラネタリウム以上のもの、②多くの人々が利用で

きるもの、③他区・都市からも注目される高品質なも

の、の導入を検討。 

【他、同趣旨2件】 

計画に基づき来年度から実施を予定している移

動式プラネタリウムは、デジタル技術を活用し、身

近な施設等で体験できるため、多くの区民の生涯

学習の推進に寄与するものと考えます。 

 科学教育の事業展開の方向は区民に問いなが

ら具体化してほしい。科学館では、平成18年度に有

識者や区民による「杉並区立科学館基本構想策定

懇談会」により、学校の理科教育を含めた杉並区に

おける科学教育や科学館の位置づけなどを提案話

し合い、「杉並区立科学館基本構想策定懇談会提

言」としてまとめた。そうした提言や区民の意見を反

映して、科学教育の新たな事業展開の具体化を検

討の透明化と、区民による検討委員会の立ち上げ

をしてほしい。 

【他、同趣旨2件】 

科学教育の新たな事業展開については、専門的

な知識・技術を持っている事業者等の幅広い意見

を取り入れながら、施設再編整備計画及び総合計

画・実行計画等に基づき、検討していきます。 

 総合計画の施策29にも実行計画にある拠点など

の追記を。 

【他、同趣旨2件】 

具体的計画である実行計画に基づき検討してい

きます。 

 科学への興味・関心の動向の数値化。(科学教

育・生涯教育を今以下にしない） 

【他、同趣旨2件】 

新たな事業展開を図る中で区民の具体的なご意

見等を伺い、興味・関心等の動向を把握していきま

す。 

 施策３２ 地域住民活動の支援と地域人材の育成 

 町会の編成は、防災の視点からも丁目ごとに変

更すべきである。編成にあたっては、町会間の調

整に３年間くらいは必要だと思う。 

町会・自治会は、地縁に基づく自主的な団体で

あり、区域についても居住会員の総意により決定さ

れています。ご指摘のご意見については、町会・自

治会にお伝えします。 

  地域活動応援の為、公共施設にフリースペースを

多く設置してほしい。 

 現在、集会施設では誰もが使用できる談話コーナ

ー等を設置していますが、今後、集会施設等の新

たな地域コミュニティ施設への再編にあたっては、

多様な世代が身近で気軽に利用できる憩いと交流

のスペースの整備も検討していきます。 
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 協働推進計画では「地域活動環境の充実に向け

た支援」などの文言が見られるが、施設再編整備計

画の複合化で最寄施設が遠退き、さらに、さざんか

ーどの半額措置もなくなり、地域活動は大きく後退

である。区はどう考えるか。 

無料で使えるフリースペースのような場所がますま

す重要になるが、そもそもフリースペースの概念が

確立していないのでないか。フリースペースと貸室

は相互に補完して、区民グループの活動に欠かせ

ない、言わば車の両輪だと考える。 

さざんかーど登録団体への活動支援について

は、使用料の減額措置は廃止しますが、活動の場

を確保しやすくする観点から、一般団体・個人よりも

早期に予約申込ができるよう新たな優先措置を設

けることとしました。 

また、現在、集会施設では誰もが使用できる談話

コーナー等を設置していますが、今後、集会施設

等の新たな地域コミュニティ施設への再編にあたっ

ては、多様な世代が身近で気軽に利用できる憩い

と交流のスペースの整備も検討していきます。 

Ⅱ 基本構想を実現するために 

１ 協働推進基本方針 

 方針２ 地域人材の育成と活動環境の支援 

～協働による多様な公共サービスの提供～ 

 基本構想の実現の為には、協働推進基本方針に

おいて『区と区民とが地域の活動やそれを担う人材

を育み、地域の力 を高め、支えあい、共につくる地

域社会を築いていくことが必要 』とある。それは必

要な事だとは思うが、行政はあくまでも広い視野に

立ち、しっかりと将来までも見通した上で施策を行

って欲しい。そして、その為には、しっかりとした専

門職の存在が不可欠である。そして、施策の方針

やその経緯をきちんと行政組織内で共有し、担当

者が変わってもきちんと引き継いで行く事が重要で

ある。 

区民福祉の向上には、変化の芽を敏感に察知

し、将来を予測する先見性が重要であることはご指

摘のとおりであると認識しています。こうした問題意

識を職員全体で共有した上で、必要な能力の育成・

向上に努めるとともに、適材適所に必要な職種・人

員を配置し、区民福祉の向上に努めていきます。 

 方針３ 協働を支える情報発信と、区と区民とのコミュニケーション充実 

～参加と協働を支える区民とのコミュニケーションの充実～ 

 『協働推進基本方針に基づく協働推進計画』の方

針3には、「必要な時に必要な情報が届くよう積極的

に環境整備を進め」「区と区民とのコミュニケーショ

ンの充実を図ります」とある。このことは大いに進め

てほしいが、技術的な問題だけではない。区の、情

報を提供しようとする意思、区民の意見を吸い上げ

ようとする意思に関し、現状では疑問を持たざるを

得ない。つまり、技術以前に区の区民に対する姿

勢に問題があるのだということを、しっかり自覚して

ほしい。そのうえで、情報提供はきめ細かく行な

い、区民の意見の吸い上げは従来のパブコメにあ

区と区民のコミュニケーションの充実を図り、協働

による区政運営を進めることは、今後とも区政運営

の基本であると認識しています。 

 これまで区は、無作為抽出による区民意見交換

会や基本構想実現のための区民懇談会の実施な

どにより、区民の皆さまのご意見をいただく一方、広

報すぎなみに主な事業の取組状況を掲載するな

ど、情報提供を図ってきました。 

 今後も計画策定や施策の実施に関し、きめ細や

かな情報提供を行うとともに、引き続き区と区民の協

働による住民自治の実現に努力していきます。  
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ったような「アリバイづくり」ではなく、住民自治を実

現するものにしてほしいと切に思う。 

 インターネットでも情報を発信したではなく、「イ

ンターネット上も情報を発信した」という姿勢で情報

発信を行う区であってほしい。このことを計画に加

えて欲しい。 

協働推進基本方針の方針３の主な取組に記載の

とおり、生活様式の多様化やＩＣＴ（情報通信技術）

の進展に対応した新たな情報発信の取組、様々な

理由で情報へのアクセスが困難な区民に配慮した

適切な情報提供など、必要な時に必要な情報が届

く仕組みづくりと区の情報発信の充実に努めます。 

 「杉並区協働推進計画」について、方針3の内容

をもっと多く充実させてほしい。 

区では、数多くの協働事業に取り組んでいます。

計画化にあたっては、さまざまな協働事業の中か

ら、主な取組を取り上げたもので、方針3の取組に

ついても同様です。ご意見を踏まえ、取組の充実を

図っていきます。 

２ 行財政改革基本方針 

 方針１ 財政健全化と持続可能な財政運営の実現 

 「持続可能な区政運営」という言葉は、現状のまま

なら区政運営があぶないという意味にならないか。

区民の要望にそったもっと前向きな表現を工夫して

ほしい。 

 区財政においては、財政の健全性を確保してい

ますが、先行き不透明な要因も多く、楽観できる状

況ではありません。新たな行政需要に対応していく

ためには、財政の健全性を保ちつつ、必要なサー

ビスを継続的に提供できる財政運営を確保する必

要があり、区では、「財政健全化と持続可能な財政

運営を確保するためのルール」を定めて取組を進

めています。こうしたことから、行財政改革推進計画

においても「持続可能な財政運営の確保」を取組と

して掲げています。 

 広告収入の確保や不動産の弾力的な活用など、

資源の有効利用は今後も積極的に推進すべきだと

思う。長期的な視点で財政を破たんさせないことが

何より重要。その上で、行革効果を適切に区民へ

目に見える形で還元すれば、区民の理解も徐々に

得られるのではないか。 

行財政改革により得られた財政効果は、区のさま

ざまな事業予算に充てられ、活用されています。 

 決算の概要と主要施策の成果をまとめた区政経

営報告書に行革の取組と、その効果額を掲載して

いますが、今後とも区民の皆様へのよりわかりやす

い情報提供に努めていきます。 

 財政情報はどのようにしたら見ることが出来るの

だろうか。財政情報の見方を分かりやすく広報して

ほしい。 

区の財政情報は、区政経営報告書（9月発行）、

財政のあらまし（6月、11月発行）などで公表するほ

か、広報及びホームページを通じてお知らせして

います。区民税については、「わたしたちの区税」
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 若者の中には「区に税金を納めても何も得、いい

ことがない」と考え、または感じている人がいる。そ

れは財政情報がよく伝わっていない広報の仕方に

問題があると考える。区に税金を納めることにたや

すく納得の出来る、財政情報の発信・税金のゆくえ

の広報を願う。 

 

（6月発行）を作成して、税金の使い途や税制の概

要等をお知らせしています。今後も分かりやすい財

政情報の発信に努めていきます。 

 施設の使用料について、値下げするというのなら

ともかく、値上げというのは納得がいかない。区の

施設は、そこに住んで暮している人がいつでも使

えるように設置した共同のものである。【他、同趣旨

1件】 

施設の維持管理経費は、使用料とあわせて公費

で賄っており、区民全体の負担となることから、受益

者負担の適正化と未利用者との公平性を確保して

いく上で、使用料の定期的な見直しを行っていく必

要があります。 

 使用料改定素案につきましては、この間、広報

等によりお知らせし、アンケート調査の実施や地域

説明会、区民意見交換会などを開催してご意見を

いただいてまいりました。 

 さらに、区議会における意見・要望を踏まえ、施

設利用者の急激な負担の増加を抑える必要な修正

を加えて改定を行うものです。区民の皆様のご理解

を賜りますようよろしくお願いいたします。 

 方針２ 効率的な行政運営 

 区内産業の支援、雇用創出等の観点から、区が

行う公共工事･事業の発注や物品購入等に関して

は、区内の専門事業者への優先発注をお願いした

い。また、ダンピング対策の充実等、適正価格での

契約を推進してほしい。 

入札・契約制度における臨時的緊急措置を平成

26年度も延長し、引き続き、区内事業者の優先策や

最低制限価格・低入札調査価格の引上げ等による

適正価格による契約を推進しています。 

 区が発注する共同企業体(J V ) で行う工事(建

築･設備･電気･造園･土木)については、その構成員

の中に杉並区内に本店を有する業者を必ず1 社以

上含ませてほしい。２社J V についても、同様の扱

いをお願いしたい。 

共同企業体（JV）工事の編成について、10億円超

のJV工事（3社）については、区内に本店を置く企

業を1社以上含めるものとする臨時的運用要綱を平

成23年度に定めました。さらに、平成25年度からは

25億円超のJV工事（4社）については、区内に本店

を置く企業を2社以上含めています。 

 検査業務を民間へ委託しなくてはならない

理由は。 

 

食品衛生法の改正により、国の登録を受けた専

門検査機関への検査の委託が可能になったことを

受け、区が保有する機器の老朽化の状況等を踏ま

え、最新機器や最新技術を有する民間検査機関に

検査業務を委託することにより、業務の効率化を図

ります。 
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 私達区民が税金を支払っているのは、金銭的な

利益はでなくとも公的に必要な事業を行政にしても

らう為。区の財産は将来を担った子ども達であり、

破壊されたら取り戻す事の出来ない自然環境であ

り、健康に安心して暮らせる地域社会である。 

将来を担う子ども達が、安心・安全に暮らし続ける

ことができる地域社会を維持・発展させていくため

に、持続可能な区政運営に向けた効率的かつ効果

的な組織運営や事業の見直しに取り組んでいきま

す。 

 施設再編には反対。地域区民センターや駅前事

務所が廃止されるのは不便で困る。税金は、住民

にしっかりと還元する使い方をしてほしい。 

今回の区民事務所等の再編整備では、コンビニ

交付の導入に合わせて、区民事務所等を区内７つ

の地域を基本に再編整備するものです。 

 実施にあたっては、すべての窓口で取扱事務及

び開設時間を原則同一とし、土曜日は月2回、平日

夜間も週１回開設とするなど窓口利用の実態を踏ま

えた再編整備とするとともに、コンビニ交付を合わ

せて導入することで利便性の向上を図るとするもの

です。ご理解のほどよろしくお願いいたします。 

 なお、地域区民センターを廃止する計画は現在

ありません。 

 区民サービス窓口の整備を、証明書コンビニ交

付サービスにかぎらず全てにおいて実施してほし

い。 

 方針３ 効率的な組織体制の構築と人材の育成 

 職員給与は手当等が多過ぎる。区独自で中小企

業並みに削減してほしい。 

毎年、特別区人事委員会が中小企業も含めた民

間事業所を対象に給与実態調査を行い、公民較差

を解消する給与勧告を発表します。この勧告に従

い、職員給与の改定を行っております。今後も社会

経済情勢の変化に応じ、手当等の見直しを適宜行

います。 

 定数削減しても結局民間委託となり、委託費とし

て人件費がかくれるだけではないか。しかも委託業

者は人件費をぎりぎり下げるという労働条件の悪化

につながるのではないか。 

 最少の経費で最大の効果をあげるため、民間のノ

ウハウが活かせる分野は積極的に民間に委ねてい

く視点は、欠かせないと考えています。その上で必

要な経費は計上いたします。民間委託にあたって

は、モニタリング制度を構築して、サービスの質を

確保するとともに、法令遵守、労働環境の確保を図

っています。 

 また、審議会等に区民枠を設けたり、無作為抽出

による区民意見交換会を実施するなど様々な形で

ご意見を伺うとともに、地域担当副参事やまちづくり

担当副参事を配置するなど、地域の声の把握に努

めています。 

 業務の民間委託について、委託された業者は区

との契約による事が主な目的なので、区民の利便

性とか要望についてはその業者にとっては一番大

切なものではないのではないかと思われる事が

時々ある。区は色々なところで、これから業務委託

をすすめるといっているが、現場の大半をNPOや

民間企業にまかせて区民の生の声や姿を見る事が

できるのか。 

最近区は財政の困難さや危機をお題目に施設

再編・学校統廃合・業務の効率化をおしすすめよう

としているが、だんだんと地域の区民生活との関わ

りを遠くに離していくという感じがする。 
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 業務民間委託、人員削減のオンパレードであき

れた。一時は良いかもしれないが、行政がノウハウ

をもつ人材を全て無くしたら、元にはもどれず、民

間会社の利益追求に伴う、業務内容の低下を懸念

する。派手な地域開発や施設建設に税金をつぎ込

むのではなく、必要だがもうからない事業にこそ、し

っかり予算を付けてほしい。【他、同趣旨1件】 

 民間委託には反対である。必要な職員は全て正

規職員で増やしてほしい。 

 方針3 効率的な組織体制の構築と人材の育成の

(3)職員定数の適正化に「3年間で100名の職員削減

に取 り組みます。」とあるが、始めに削減人員目標

ありきというのは、本末転倒。(2)効率的で活力ある

組織運営もそうだが、現場の仕事内容や必要性を

しっかり確認してから判断してほしい。 

必要な職員数は確保した上で、今回の行財政改

革計画を着実に実行することにより、差し引きで削

減可能な職員数をお示ししています。 

 方針４ 区立施設の再編・整備 

 施設再編整備計画第1次プランは全面的に見直

してほしい。【他、同趣旨1件】 

施設再編整備計画については、素案の段階か

ら、区議会をはじめ地域の町会、施設の関係団体、

利用者などを対象に延べ１６０回以上の説明を行い

ました。さらに、区民アンケートや区民意見交換会、

区民等の意見提出手続きを実施し、いただいたご

意見等を踏まえて策定したものですので、計画そ

のものを見直す考えはありません。 

 今後も個別施設の計画の具体化にあたりまして

は、引き続き区議会や区民の皆さまのご意見をお

聞きしながら、進めていきます。 

 なお、計画の進捗状況を踏まえ、必要な見直しを

行うため、第一次実施プランは平成２８年度に改定

します。 

 井草の中継所跡地の有効な活用を。長期的に有

効な施設にする計画を、区民の意見を尊重して策

定してほしい。 

今後、有効な活用策を検討していく予定です。 

 施設再編整備計画についての説明会の回数が

足りないように思う。 

施設再編整備計画については、平成25年9月と

11月の2度にわたって素案を公表し、区議会をはじ

め地域の町会、施設の関係団体、利用者などを対

象に延べ160回以上の説明を行うとともに、区民ア

ンケートや区民意見交換会を実施し、幅広くご意見

を伺ってきました。 

さらに平成26年1月には、これらのご意見等を踏

 施設再編整備計画と使用料等の見直しに対して

は施設利用者の多くが問題視し、声を上げ、争点と

なっている。私も含めて問題視している人たちは、

行政の説明が不十分で納得できないし、利用者の
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声を聞かないで強行するので、そういう時は大きな

声を上げていくしかない。それは主権者として当然

の権利でありまた義務でもある。施設再編整備計画

と使用料等の見直しが議決されたとの区職員の誤

情報で妨害されては、まったく看過できない。同じミ

スは繰り返さないでいただきたい。 

まえ必要な修正を加えた計画案を公表し、区民等

の意見提出手続き（パブリックコメント）を実施しまし

た。そこで寄せられたご意見や地域説明会及び区

議会でのご意見等を踏まえ、平成26年3月に計画を

策定いたしました。 

今後も計画の周知に努めるとともに、個別施設の

計画の具体化にあたりましては、引き続き区議会や

区民の皆さまのご意見をお聞きしながら、進めてい

きます。 

なお、施設再編整備計画は、区議会の議決案件

ではありませんが、使用料の見直しについては、関

連条例改正案が区議会で議決されています。 

 区は国との財産交換を急ぐあまり、突然桃井第二

小学校の建て替えを最優先にし、桃井第二小学校

の校舎建て替えの改築期間を早める旨の説明が有

ったと聞いている。この改築期間中、桃二小の生

徒、荻窪北児童館・学童クラブの児童が一極集中

の形で校庭のプレハブに集められる事は極めて危

険である。児童館・学童クラブの年間利用者数から

今の充実した機能を桃二小に移すことは、とうてい

不可能だ。 

荻窪北児童館の機能は桃井第二小学校と杉並保

健所で継承させます。また、仮設の施設であって

も、子どもたちの教育や健全育成の視点から環境

整備に力を入れていきます。 

 区営住宅の駐車場の貸出は、必ず区営住宅に住

む人に迷惑にならないものであってほしい。 

使用許可の際に騒音等の迷惑をかけないように注

意を徹底します。 

 色々な人が住むことが出来るよう、区民住宅の廃止

は賛成しない。杉並区総合計画の「生活困窮者及

びひきこもり等の若者支援の充実」に逆行してい

る。 

区民住宅は中堅所得者層を入居対象としており、

区内の民間賃貸住宅が同程度の家賃で供給されて

いることから、段階的に廃止していくこととしていま

す。住宅に困窮する低所得者等に対しては、今後

も引き続き、区営住宅等の提供を実施していきま

す。 

 これから行われようとしている計画は、再編という

名称で行なわれるが、基本的に縮小の方向で財政

カットを行なおうという事と思う。今ある施設を補修し

ながら・財政を見ながら建て替えてをすすめていく

方法をとれないのか。皆地域では便利に使ってい

るし、区はコミュニティの場として区民にうまく利用し

てもらうよう宣伝していけば、もっと多くの人が使っ

て生き生きとした地域のセンターになるのではない

か。再編して児童館やゆうゆう館・会議室を縮小廃

止するより、もっと皆に使ってもらう有効活用をする

 区立施設が次々に更新期を迎える中、仮にすべ

ての区立施設を現在の規模で存続させた場合には

多大な経費がかかります。また、少子高齢化の進展

に伴う人口構造の変化等により多くの施設で利用状

況が変化し、需要に対して不足する施設がある一

方で、十分に活用されていない施設もあります。 

 こうした施設を取り巻く社会状況の変化を踏まえ、

区民共通の財産である施設を有効に活用し、新た

な行政需要に迅速かつ的確に対応するためには、

区立施設の再編整備は今取り組まなければならな
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方法を考えるべきだと思う。 い課題であると考えています。 

 再編にあたっては、地域バランスや区民の利便性

などを考慮しながら、誰もが利用しやすい施設づく

りを推進します。 

 荻窪北児童館の機能を桃二小内で継承すること

は、スペース的に難しいため、現在の施設を存続し

てほしい。 

【他、同趣旨5件】 

荻窪北児童館の機能は、桃井第二小学校のほ

か、近隣の杉並保健所に必要なスペース等を確保

して、継承・発展させていく考えです。 

 多世代が集い、育ち合う場としての児童館は現

在のまま存続してほしい。 

【他、同趣旨5件】 

児童館という限られたスペースでは、0歳から18

歳までを対象とした全てのサービスの充実は困難

です。現在の児童館の機能・役割を身近な小学校

や新たに19か所程度整備する（仮称）子どもセンタ

ー等で継承し、充実・発展させる児童館の再編を丁

寧かつ段階的に進めていきます。 

 学童クラブは、児童館内に設置することを基本と

するとともに、サービスの質の低下が危惧される民

間委託化はしないでほしい。 

【他、同趣旨3件】 

学童クラブは今後、段階的に小学校内に設置す

ることを基本とし、より広い敷地・施設を活用して一

層充実した健全育成環境を確保していきます。な

お、区ではこれまで11か所の学童クラブの運営委

託を円滑かつ適切に実施しており、引き続き個々

のクラブの実状に応じた運営委託を計画的に進め

ます。 

 学童クラブを小学校内に整備することは、学校生

活の中で悩み等を抱えている子どもや親の気持ち

に対する配慮に欠けている。 

 平成25年6月からの住民による「荻窪まちづくり会

議」に於いて「あんさんぶる荻窪」は「交流拠点」「コ

ミュニティ活性化の上でポイントとなる施設」として

位置づけられていたが、区の担当者は「荻窪まち

づくり懇談会」の結果である「荻窪まちづくり懇談会

実施報告書」を区長に報告していなかった。更に

「荻窪まちづくり会議」の区の担当者は、同時に「ま

ちづくり連絡会議」に出席しており、区が提案した国

との財産交換（あんさんぶる荻窪と荻窪税務署の財

産交換）を進めていた。そして平成25年11月に、財

産交換を新聞各紙でいきなり報道した。このような

区民の意見を無視した「財産交換」は撤回すべき

だ。 

財産交換は、相手方である国の合意があって初

めて成り立つことであり、昨年11月に区長が財務大

臣と面談し、その方向について合意したことを受け

て、杉並区区立施設再編整備計画へ反映し、その

後の説明という形になったものです。 

その後、区立施設再編整備計画の策定に至るま

で、区議会をはじめ、地域の町会、施設の関係団

体、利用者などを対象に、ご説明を行い、ご意見を

伺ってまいりました。今後も、計画の具体化にあた

っては、区議会に報告しながら、関係団体や利用

者など、区民の皆様に丁寧に説明し、ご理解を得な

がら進めてまいります。 
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 杉並区は周辺に在住・在勤者をメンバーとする

『荻窪まちづくり懇談会』や『荻窪まちづくり会議』で

まちづくりの議論を進めている。しかしながら、周辺

の在住・在勤者の意見がまとまっていない昨年9～

11月に掛け、『荻窪まちづくり懇談会』で荻窪駅周

辺とりわけ南口のひとつの拠点と位置づけた『あん

さんぶる荻窪』を荻窪税務署等と交換する手続きを

進めていた。これは区民に対する甚だしい背信行

為だ。行政改革基本方針（平成27～33年度）に基

づく行政改革推進計画（平成27～29年度）の方針4

は、区民の意思や意見を優先しない限り民主主義

に反し違憲ともいえるものだ。東京都や国と連携し

つつ区の施設を再編整備するのは当然であるが、

あくまで区民の意思に反しない限りにおいてであ

る。【他、同趣旨2件】 

国との財産交換については、杉並区区立施設再

編整備計画の策定に至るまで、区議会をはじめ、地

域の町会、施設の関係団体、利用者などを対象に、

ご説明を行うほか、無作為抽出による区民意見交換

会や区民アンケート等を通し、ご意見を伺ってまい

りました。今後も、計画の具体化にあたっては、区

議会に報告しながら、関係団体や利用者など、区

民の皆様に丁寧に説明し、ご理解を求めながら進

めてまいります。 

 

 「あんさんぶる荻窪」は杉並の大切な交流拠点。

税務署との交換はやめてほしい。交換しなくても公

務員住宅跡地を購入すれば特養は建てられる。ま

た、若杉小学校跡地などの区有地を活用すれば土

地代は必要ない。30億かかった建物を放棄するこ

とには反対。新庁舎建設は予算の無駄。【他、同趣

旨７件】 

区は国との財産交換により取得する予定の「荻窪

税務署等用地」（荻窪税務署及び隣接する国家公

務員宿舎跡地）に、地域に開かれた区民の福祉と

暮らしのサポート拠点となる「（仮称）天沼三丁目複

合施設」の整備を計画しています。 

この施設には、6300㎡以上という広大な敷地を活

用し、「特別養護老人ホーム棟」と「複合施設棟」の２

つの施設を整備することで、①特別養護老人ホー

ムの入所機能、②区内全域の地域包括ケアのバッ

クアップ機能、③生活相談・就労・自立支援機能と

いう３つの機能を備え,区民福祉の向上を図る予定

です。 

国は国家公務員宿舎跡地も含め現在地で税務

署を建て替える計画であったため、財産交換を行

わなければ公務員宿舎跡地を区がすべて使えると

は限らず、たとえ使えたとしても公務員宿舎跡地の

3000㎡では複合施設はもとより、ショートステイ機能

や医療・看護機能を備えた大規模な特養ホームす

ら建てることはできません。 

予算の無駄遣いとのご指摘ですが、財産交換に

より費用を抑えて大規模用地の一体的活用が可能

となり、区民の福祉と暮らしのサポート拠点の整備

ができることから、地域福祉の大きな向上につなが

ると考えています。 

 「あんさんぶる」は市民にとって駅から近距離のた

め利用しやすい場所である。社会福祉協議会も高

齢者の要支援１，２が自治体に任されることになりボ

ランティアやＮＰＯに委託することになると駅に近い

場が求められる。「あんさんぶる荻窪」は是非残して

ほしい。【他、同趣旨１件】 

 あんさんぶる荻窪は杉並区の数ある集会施設、

場所の中でも一番というほど優れた施設だと思う。

交通の便が良く地の利が抜群。３階フリースペース

は小さい子ども連れの家族から、高校生、大人、1

人利用から2人・・・団体利用まで、勉強から話し合

い、小作業などなどいろいろ、混じって使っていま

すが、それぞれが譲り合ったり、それこそお手本に

なるような利用のされ方をしている。絶対になくさな

いでほしい。 
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旧若杉小学校用地を使って整備できるというご指

摘がありましたが、旧若杉小用地は、木造家屋密集

地域にあることから、地域の防災性向上のため、防

災スペースを確保することを前提に本格活用を検

討する予定であり、区が総合計画で掲げた特別養

護老人ホームの整備目標（10年間で1000人の定員

増）を達成するためには、この荻窪税務署等用地を

活用した特別養護ホームの整備は不可欠と考えて

います。 

なお、財産交換に伴い、あんさんぶる荻窪の機

能については、荻窪税務署等用地に整備する複合

施設棟や桃井第二小学校等へ移転し、機能の継

承・充実を図ってまいります。 

その他 

 選挙の投票率を上げる為、国でも検討を初めて

いるが、杉並区の様に老人の多い町では近くであ

れば投票に行けると思っている人は多い。便利な

投票所を選べる様、投票所増に尽力を希う。 

当日の投票所については、開設可能な施設の有

無や一定の基準をもとに、これまで増設していま

す。加えて、駅至近にある期日前投票所の利用拡

大を積極的にＰＲするなど、投票率向上に向けた取

組を積極的に展開していきます。 

 区民懇談会を傍聴したが、意見交換の時間が十

分ではない。区民の意見や要望にはどのように応

えているのか。 

限られた時間の中で実施していますので制約は

ありますが、少しでも多くの意見交換の時間が取れ

るよう、委員への資料の事前配布や、懇談会を小グ

ループに分けて実施するなど、開催方法を工夫し

ていきます。 

 なお、日頃皆さまから頂戴するご意見、ご要望に

つきましては、3日ルール（要望受付から3日以内に

回答する）の原則に基づき速やかに回答するよう努

めています。 

 施設再編整備について再考し、７地域という考え

方ではなく、誰もが近くて親しみのもてる現在の地

域を充実させるようにしてほしい。 

 施設再編整備計画では、駅勢圏中心に設定した７

地域を施設整備の基準として施設の複合化・多機

能化等により効率化を図るとともに、再編整備によ

って生み出された施設・用地を有効に活用し、誰も

が利用しやすい施設づくりを推進します。 

 再編にあたっては、子どもから高齢者まで誰もが

身近な地域で利用できるよう、地域バランスや区民

の利便性などを考慮したうえで、地域コミュニティ施

設の段階的な整備を図ります。 

 高齢者・障がい者・病人・子どもなど弱い立場の

人たちが安心して暮らせるまちになればよい。 

 様々な立場の方が、安心して生活できるよう、計

画改定により基本構想の実現に向けた取組を推進

35 



項目 意見の概要 区の考え方 

していきます。 

 若者の内に「政治のことについて熱く語ることは

よくない」という考え方が浸透してしまっているよう

に感じる。彼らが区政・政治に対して興味を持つよ

うになる広報などの取組を実施してほしい。このこと

を計画に加えてほしい。 

 若年層の区政運営への参加につきましては、区と

しても重要な課題と認識しています。若者が区政運

営に関心をもち積極的に参加できるよう、SNS等を

活用した情報発信・共有の取組や、無作為抽出に

よる区民意見交換会の実施などに取り組んでいき

ます。 

 若者の1人である私からすると、自分達を助けて

くれる区の存在が遠く、区のサービスを適切に利用

出来ていないと考える。若者にとって身近で、行政

サービスを利用しやすい区であることを希望する。

このことを計画に加えてほしい。 

区は次世代育成基金の創設・運用、すぎJOBの

開設、子育て応援券の発行や保育施設の整備な

ど、子どもや若年層のサービスの充実に努めてい

るところです。これらの区の施策へ若年層の意見を

反映させるため、無作為抽出による区民意見交換

会などにも取り組んでいます。今後も若年層が積極

的に区政運営に参加してもらえるよう、工夫しなが

ら取り組んでいきます。 

 意見を書くスペースが狭い。 意見は別紙等で提出していただくことも可能なの

で、今後その旨の記載をします。 

 歩いて行ける範囲の場所に区の出張所があっ

て、パソコンが使えなくても不自由なく色々な手続

きができるよう、職員が対面でていねいに応対して

ほしい。 

杉並区では、より効率的かつ適正な窓口サービ

スの提供という観点から、平成２７年１月より区民事

務所等を統廃合し、７地域に１か所ずつ区民事務所

を設置するとともに、証明発行については、平成２６

年１２月からコンビニ交付を導入することにより、区

民の利便性向上を図ります。新たな区民事務所の

窓口においても、引き続き丁寧な対応に努めてい

きます。 

 コンビニでの証明書発行サービスが開始され、

窓口での運営方法の見直しも課題に上っているよう

だが、高齢者が多くなっている地域で証明書発行

の操作ができるのか。病院や銀行では自動機の近

くに必ず職員がいて、親切に操作を手伝う姿をよく

見かけるが、コンビニの店員も手伝ってくれるの

か。そうであれば、安心してコンビニの自動交付機

を利用するよう、区はもっと区民に宣伝するべき。ま

して、証明書は銀行や病院のように頻繁に利用す

るものではないので、操作方法も忘れてしまうかも

しれない。最近では、自動交付は非常に便利だと

いう人も多いのだから、慣れていない人にも十分に

使ってもらうよう工夫して欲しい。 

証明書コンビニ交付サービスは、交付機器の画

面の案内に従い簡単な操作で証明書を発行できる

サービスです。 

開始にあたっては、高齢者や初めての方でも安心

して利用していただけるよう、交付機器の場所や初

期画面の案内を始め、機械のトラブル等の対処な

どについて、各店舗において対応を図ります。 

また、区民の皆様にサービスの簡便性を十分ご

理解いただけるよう、パンフレットを配布するなど周

知に努めます。 
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 「杉並区総合計画・実行計画改定案」のファイル

を、閲覧場所に3つ以上は置いてほしい。1冊のみ

はやめてほしい。ゆっくり見れない。 

各閲覧場所にはファイルを３冊ずつご用意して

いましたが、スペースの関係で１冊しか窓口におい

ていない場所がありました。今後は、ゆっくりご覧い

ただけるように複数冊置く等、配慮します。 

 節約に走りすぎず、区民等にとって暮らしやす

い・利用しやすい区であることを望む。 

最少の経費で最大の効果を得られるように努め、

少子高齢、人口減少社会が進展する中でも、新た

な行政需要への対応を含め、区民福祉の向上を図

っていきます。 

 本改定案には「推進」「充実」「拡充」「連携強化」

「普及啓発」などの抽象的な表現が多く、区民に意

見を求める判断の根拠として非常に薄弱。 

計画の中で、すべての施策・事業の詳細まで明

らかにすることは困難ですが、事業規模を定量的

に示すなど、できる限り具体的に記述するように努

めています。 

 本計画案には、今後、高齢者は増加する一途で

あることが明らかなのに、事業の数値があまりにも

少なく、また、年次による増加もないことに疑問を持

つ。 

計画改定にあたっては、人口推計を行い、その

結果（平成27年度から29年度までの3ヵ年の高齢者

人口(0.12%増)）を踏まえて、事業数値を算出してい

ます。 

 なお、今後の人口動向によっては、必要に応じ、

計画の改定や予算対応によって事業規模の見直し

を行っていきます。 
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